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1．現況 （別表）
病院名称

法人名　地方独立行政法人さんむ医療センター　 主な役割及び機能
所在地　千葉県山武市成東167番地 所在地
役員（令和６年３月31日現在） 設立

職名 備　　考 許可病床数
理事長
理  事 　院長
理  事 　看護部長
理  事 　医療技術部長
理  事 　事務長 敷地面積
監  事

設置・運営する病院　別表のとおり
職員数（令和６年３月31日現在）433人 （常勤職員　355人、非常勤職員　78人）

２．さんむ医療センターの基本的な目標等

　
　

　平成22年４月１日
　199床

第２　住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためと

令和５事業年度に係る業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉（目次）

24,627.16㎡

診療科目

内科、呼吸器内科、消化器内科、循環器内科、緩和ケア内科、小児科、外
科、小児外科、大腸・肛門外科、整形外科、脳神経外科、皮膚科、泌尿器
科、産婦人科、眼科、耳鼻咽喉科、歯科口腔外科、麻酔科、リハビリテー
ション科、総合診療科（院内標榜）、形成外科（院内標榜）

建物規模

北棟　地上５階建【建築面積 2,176.38㎡ 延床面積 7,678.37㎡】
中棟　地上３階建【建築面積 1,339.68㎡ 延床面積 2,784.96㎡】
南棟　地上６階建【建築面積 1,219.82㎡ 延床面積 5,930.38㎡】
カルテ庫棟　地上３階建【建築面積 79.14㎡ 延床面積 237.42㎡】
MRI棟 １階平屋建【建築面積 121.38㎡、延床面積 121.38㎡】
中央物流センター棟　地上２階建【建築面積 42.85㎡ 延床面積 85.70㎡】

第９　その他業務運営に関する重要事項

２．病院機能の拡充
３．積立金の処分に関する計画

１．施設整備の推進

第６　重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画
第７　剰余金の使途
第８　料金に関する事項
１．使用料及び手数料
２．使用料及び手数料の減免

第３　業務運営の改善及び効率化に関する事項
１．地方独立行政法人としての運営管理体制の持続的な発展
２．効率的かつ効果的な業務運営

第４　予算（人件費の見積りを含む）、収支計画及び資金計画

　さんむ医療センター

篠原　靖志
井上　純子

第５　短期借入金の限度額

　平成22年３月末をもって解散した組合立国保成東病院は、昭和28年６月の開院より57年間に
わたり、山武郡市における地域医療の中核的病院として、地域全体の医療水準の向上に努めて
きた。平成22年４月に地方独立行政法人となり、これまで公的病院としての役割を担ってきた
が、近年の病院を取り巻く医療環境はますます厳しさを増しており、持続的かつ安定的に医療
を提供することが求められている。
このため、地方独立行政法人さんむ医療センターは、救急医療や住民が求める医療サービスの
提供に努めるとともに、地方独立行政法人制度の特徴を生かして、サービスの向上と経営の効
率化等について積極的な取り組みを行い、患者及び住民の医療ニーズに対し最大限に応えてい
くことが使命である。

【年度計画】
第１　年度計画の期間

るべき措置
１．地域の特性に配慮した医療の確立と提供
２．医療水準の向上
３．患者サービスの一層の向上
４．安心で信頼できる良質な医療の提供
５．市の医療施策推進における役割

地域の中核的病院、救急告示病院、地域がん診療病院
千葉県山武市成東167番地

鈴木　豊
小川　雅弘
高橋　一嘉

さんむ医療センターの概要

氏名
坂本　昭雄
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  全体的な状況

１　法人の総括と課題

　地方独立行政法人化14年目（第４期中期計画４年目）となる令和５年度も引き続き、法人運営
の基盤となる理事会や管理職で構成し主要事項の検討を行う「経営の質向上委員会」及び「病院
の質向上委員会」を定期的に開催し、的確な運営が行えるよう努めるとともに、中期目標・中期
計画及び年度計画の達成に向けて取り組みを行ってきた。
 新型コロナウイルス感染症対策では、１病棟と５病棟の各５床を確保病床としていたが、10月
１日に確保病床を１床に縮小した。また、新型コロナウイルス感染症の５類移行を受け、面会制
限の緩和を実施した。
　産科入院については、令和５年度の分娩数が110件となっているが、助産師不足により体制を
維持できなくなったため、令和６年２月から分娩受入を休止した。
　地域包括ケア病棟においては、これまでは一般急性期病棟からの院内転棟が中心だったが、短
期入院や在宅療養中の高齢者の入院を直接受ける体制に変更し、地域包括ケアの推進に貢献でき
るよう努めた。

２　大項目ごとの特記事項

⑴　住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する取組
・診療体制の充実と強化については、令和５年度の常勤医師は前年度より１名増員し、41名体制と
なった。
・医療機器等については、汎用超音波画像診断装置外15品目について順次購入を進め、整備・更新
を行った。
・救急医療の充実については、地域医療機関と連携を図り二次救急医療輪番体制を実施し、当院で
は、外科系187日、内科系36日を担当し、救急告示病院、地域の中核的病院としての役割を果たすこ
とができた。
・地域医療連携の推進については、厚生労働省より「地域がん診療病院」として指定を受け、グ
ループ指定先病院として地方独立行政法人総合病院国保旭中央病院、千葉県がんセンターと連携体
制を構築し、緩和ケア、相談支援、がん診療等を整備した。がん拠点病院のない医療圏のがん医療
の向上に努めた。
・平成26年１月より、かんわケア病棟入院料の施設基準届出を行い、がん患者の受け入れを引き続
き強化している。
・患者サービスの一層の向上については、より患者のニーズに応えた情報を配信するため、季刊誌
「さんむTIMES」を発行している。新任医師の紹介、医師や医療技術職員による医療情報や仕事内容
について紹介を行い、院内フロアをはじめ、近隣市町の窓口を通じ配布した。
・患者及び住民に対し、病院ホームページを通して医療情報等について発信し、分かりやすく、か
つ新しい情報を迅速に提供するための積極的な取り組みを引き続き行った。
・平成28年12月より地域包括ケア病棟を開設し、急性期治療後の病状や身体機能の回復に向けてケ
アを行い、安心して在宅療養できるように退院支援を行っている。
・令和元年度より山武市の大腸がん一次検診を受託し、令和５年度は88件行った。

⑵　業務運営の改善及び効率化に関する取組
・理事会や管理職で構成する「経営の質向上委員会」及び「病院の質向上委員会」を定期的に開催
し、法人の運営が的確に行えるよう努めた。
・平成24年度から本格導入した人事評価制度については、平成25年度以降、給与への反映を開始し
ている。
・収入を確保するため、急性期病棟から回復期リハビリテーション病棟・地域包括ケア病棟への転
棟を促して回復期リハビリテーション病棟・地域包括ケア病棟の病床利用率向上を図るとともに、
急性期病棟の効率性の維持に努めた。
・費用の節減対策のため、物価高騰の状況を踏まえ、診療材料は、品目の見直し、安価なものへの
切替え、また、医薬品は費用対効果に優れた後発医薬品への切替えに努めた。さらに契約について
は、競争入札を中心として公共調達の適正化を図った。
・平成28年４月より「地域がん診療病院（グループ指定医療機関）」の指定を受け、地域のがん診
療の拠点となるべくがん患者の受け入れに力を入れている。
・平成28年６月より電子カルテシステムの稼働を開始し、患者サービスの更なる充実と医療システ
ムの連携による利便性の向上に継続して努めている。
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実施状況等 項目 評価 評価 評価委員会コメント

第１　中期目標の期間
　令和２年４月１日から令和６年３月31日までの
4年間とする。医療・保健・介護を健診から在宅
まで三位一体で切れ目なく地域住民に提供し、安
心して暮らすことができる医療環境を整備するこ
とを目途とする。目途を実現するための施設整備
を推進する。また、財務基盤を強化し、経営を安
定させることで、地域住民により安心感を与え
る。これらの内容を含め、次の中期目標に円滑に
つなげる。

第１　中期計画の期間
 令和２年４月１日から令和６年３月31日までの
４年間とする。ただし、医療・保健・福祉を健診
から在宅まで三位一体で切れ目なく地域住民に提
供し、安心して暮らすことができる環境を整備す
ることを目途とする。目途を実現するための施設
整備を推進する。また、財務基盤を強化し、経営
を安定させることで、地域住民により安心感を与
える。

第１ 年度計画の期間
　令和５年４月１日から令和６年３月31日まで

第２　住民に対して提供するサービスその他の
業務の質の向上に関する事項

第２　住民に対して提供するサービスその他の
業務の質の向上に関する目標を達成するためと
るべき措置

第２　住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に
関する目標を達成するためとるべき措置

　 大 Ｂ

１　地域の特性に配慮した医療の提供 １　地域の特性に配慮した医療の確立と提供 １　地域の特性に配慮した医療の確立と提供 地域の特性に配慮した医療の確立と提供

　
　

　

中 Ｂ

(1)　施設整備の推進
　千葉県保健医療計画地域医療構想において山武
長生夷隅保健医療圏では、急性期病床の需要が減
り、回復期病床の需要が増えるとともに既存病床
数と比較して必要とされる病床数の減少が見込ま
れている。
　医療センターは山武長生夷隅保健医療圏の救急
告示病院として、近隣病院との患者の紹介・逆紹
介などの協力体制を構築しながら二次救急を担う
とともに、地域がん診療病院として緩和ケア病棟
の運営や、運動器や廃用症候群、脳血管疾患等を
対象とした回復期リハビリテーション病棟の運営
を行っている。
　また、緩和ケア病棟や回復期リハビリテーショ
ン病棟は、近隣に同様の機能を持つ病院が少な
く、隣接する保健医療圏の病院等からも紹介が多
くなっている。このような現状に鑑み、新病院で
は、回復期病床を維持しつつ、急性期病床を適正
化することにより、地域のニーズに対応するとと
もに狭あい化や耐震性の問題点を解消するため、
さんむ医療センター建替整備基本計画に基づき施
設整備を推進すること。

(1)　施設整備の推進
　地方独立行政法人さんむ医療センター（以下
「医療センター」という。）は現在、建物の耐震
性不足・老朽化・狭あい化等施設面に大きな課題
を抱えていること、また、高齢化が進展する患者
へのサービス向上やアメニティの向上、今後想定
される医療従事者の不足に対応できる効率的な運
営の実現、地域のニーズに即した連続的な医療の
将来にわたる持続的な提供のために、長期的な視
点に立った施設の必要性に鑑み、「さんむ医療セ
ンター建替整備基本計画」に基づき施設整備を推
進する。
ア　新病院整備の方針
①　利用者に優しく、職員が働きやすい病院
②　医療制度、医業技術、医療需要の変化に適時
対応可能な病院
③　効率的な運用を考慮した病院
④　災害に強い病院
イ　整備スケジュール

【実施】
・「さんむ医療センター建替整備基本計画」に基づき施設整備を
推進した。
・令和４年９月から開発工事、同年11月から新病院建設工事を着
工し、令和６年６月に竣工、同年９月からの新病院開院を予定し
ている。
・整備スケジュールでは、コロナ禍や国際情勢の影響による建築
資材等の納期遅延等により、工事期間の終期が令和５年度末から
令和６年６月までに変更したが、当初計画のとおり令和６年中の
開院を見込んでいる。
・工事の進捗管理では、毎週開催する関係者による会議で、工程
確認等の工事情報の共有を行い、円滑な進捗管理に努めている。
また、毎月１回、管理者会議（事業の主要代表者、当院理事を含
む。）を開催し、進捗状況の点検や課題解決を図っている。

小 Ｂ

評価委員会（委員）の評価

令和５事業年度に係る業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

中期目標 中期計画 年度計画
法人の自己評価

年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

整備計画

新棟設計・申請 新棟建設 引
越

新病院

運営
設計／施

工者決定

病床数

（令和2年度〜令和3年度）
急性期一般病棟　169床
地域包括ケア病棟　40床
回復期リハビリテーション病棟　36床
緩和ケア病棟　20床
合計　265床
（令和4年度～令和5年度）
急性期一般病棟　103床
地域包括ケア病棟　40床
回復期リハビリテーション病棟　36床
緩和ケア病棟　20床
合計　199床

診療科目

内科、小児科、外科、整形外科、脳神経
外科、小児外科、緩和ケア内科、皮膚
科、泌尿器科、産婦人科、眼科、耳鼻咽
喉科、麻酔科、歯科口腔外科、リハビリ
テーション科

併設施設
訪問看護ステーション、居宅介護支援事
業所

指定告示等 救急告示病院

急性期一般病棟　99床

回復期リハビリテーション病棟　36床

緩和ケア病棟　20床

地域包括ケア病棟　40床

人間ドック　4床

合計　199床

診療科目

内科、呼吸器内科、消化器内科、循環器内科、緩和
ケア内科、小児科、外科、小児外科、大腸・肛門外
科、整形外科、脳神経外科、皮膚科、泌尿器科、産
婦人科、眼科、耳鼻咽喉科、歯科口腔外科、麻酔
科、リハビリテーション科、総合診療科（院内標
榜）、形成外科（院内標榜）

併設施設 訪問看護ステーション、居宅介護支援事業所

指定告示等 救急告示病院、地域がん診療病院

許可病床数

急性期一般病棟　99床

回復期リハビリテーション病棟　36床

緩和ケア病棟　20床

地域包括ケア病棟　40床

人間ドック　4床

合計　199床

診療科目

内科、循環器内科、呼吸器内科、消化器内科、緩和
ケア内科、総合診療科（院内標榜）、外科、大腸・
肛門外科、小児科、産婦人科、整形外科、脳神経外
科、耳鼻咽喉科、眼科、泌尿器科、皮膚科、小児外
科、麻酔科、歯科口腔外科、リハビリテーション
科、形成外科（院内標榜）

併設施設 訪問看護ステーション、居宅介護支援事業所

指定告示等 救急告示病院、地域がん診療病院

許可病床数
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実施状況等 項目 評価 評価 評価委員会コメント

評価委員会（委員）の評価

令和５事業年度に係る業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

中期目標 中期計画 年度計画
法人の自己評価

(2)　医療提供体制の整備
　千葉県保健医療計画地域医療構想をふまえ、医
療需要の質的・量的変化や新たな医療課題に適切
に対応するため、患者動向や医療の需要など社会
の変化に即して診療部門の見直し及び充実を行う
こと。
　産科医療の維持向上とともに、様々な分野で多
様な医療サービスを提供すべく総合診療専門医の
充実を推進すること。そして、回復期医療から在
宅医療・介護の連携による地域住民の高齢化に伴
う慢性疾患への対応と、今後地域社会において一
層必要とされる在宅医療の診療体制充実を図るた
め、在宅療養支援病院として訪問看護と連携して
在宅医療の充実を図ること。
　地域がん診療病院として、がん診療連携拠点病
院と連携しつつ、専門的ながん医療の提供、相談
支援や情報提供などの役割を担うこと。

(2)　診療体制の整備
　医療センターは令和２年度から令和６年度途中
までは既存病院、令和６年度中より新病院として
運営する。
医療センターは二次救急を担うとともに、近隣の
医療機関と連携し、地域包括ケア病棟、回復期リ
ハビリテーション病棟の運営も行い、他医療機関
と連携して地域包括型医療を担う。また診療所や
介護施設等との連携のもとで、日常の健康維持向
上から医療・介護期を経て在宅復帰まで、切れ目
のない医療を提供し、地域に密着した信頼される
病院を目指す。地域住民が安心して暮らせる街づ
くりに寄与する。
産婦人科においては「産み育てられる街」とし
て、今後も分娩できる体制を継続する。新病院で
は、母子同室が可能な病室を設置する。急変時へ
の治療に対応可能な環境を整備する。
また専門的な外来を充実させることで、専門医師
の修練の場の提供を進め、がん診療協力病院とし
て地域の中核を担う医療体制の充実を図り、緩和
ケア病棟の運営も行う。新病院では、通院化学療
法の拡充、緩和ケア医療の充実を図る。

(1)　診療体制の整備
　地方独立行政法人さんむ医療センター（以下「医療センター」
という。）は、二次救急を担うとともに、近隣の医療機関と連携
し、回復期リハビリテーション病棟や緩和ケア病棟及び地域包括
ケア病棟の運営も行い、他医療機関と連携して地域包括型医療を
担う。令和３年１月より、山武市内および近隣からの新型コロナ
ウイルス陽性者の入院受け入れを行っており、引き続き入院受入
体制を維持する。また、診療所や介護施設等との連携のもとで、
日常の健康維持向上から医療・介護期を経て在宅復帰まで、切れ
目のない医療を提供し、地域に密着した信頼される病院を目指
す。地域住民が安心して暮らせる街づくりに貢献できるように努
める。なお、産婦人科においては、平成30年10月より山武市と提
携し、産後ケア事業を開始している。「産み育てられる街」とし
て、分娩体制を維持するとともに産後のケアにも貢献できるよう
に努めており、他の市町とも産後ケア事業を提携する。専門的な
外来を充実させることで、専門医師の修練の場の提供を進め、地
域がん診療病院として更にがん登録の連携を充実する。加えて、
総合診療科医を養成するため、総合診療専門医研修プログラムに
よる研修体制を整備し、専攻医を受け入れ、地域の中核を担う医
療体制の充実に努める。看護基準に関しては、平成27年８月から
開始した一般病棟入院基本料（急性期一般入院料１）を堅持する
と共に、地域包括ケア病棟及び回復期リハビリテーション病棟の
効率的な運営に努める。在宅患者への訪問診療を実施している
が、診察の効率化を図り、在宅診療を推進していくため、オンラ
イン診療を開始する。

医師数

＜診療体制＞
・産科入院については、令和５年度の分娩数が110件となってい
るが、助産師不足により体制を維持できなくなったため、令和６
年２月から分娩受入を休止した。

小 Ｃ

(3)　医療機器等の計画的な整備及
　　　び更新
　医療センターに求められる医療を提供できるよ
う、中期目標の期間において、さんむ医療セン
ター建替整備基本計画に沿い医療機器等の整備及
び更新を積極的に進めること。

(3)　医療機器等の計画的な整備及び更新
　中期目標の期間中の医療機器等、整備計画を策
定し、医療機器等の整備及び更新を積極的に実施
し必要に応じた新規の購入を進める。計画策定に
当たって、診療報酬請求への影響を事前に把握・
検討する。

(2)　医療機器等の計画的な整備及び更新
　医療機器等、整備計画を策定し、医療機器等の整備及び更新を
積極的に実施し、必要に応じた新規の購入を進める。
 計画策定に当たっては、診療報酬請求への影響を事前に十分把
握・検討し、令和６年９月に開院予定の新病院での運用にも考慮
したうえで効果的な整備に努める。

【実施】
・医療機器等の整備及び更新を積極的に実施し、必要に応じた新
規の購入を進めた。
・医療機器等の整備及び更新を実施するため施設整備委員会を年
２回開催し、機種選定を行い順次購入を進めた。 小 Ｂ

(4)　救急医療の充実
　二次救急医療機関として、住民が安心できる救
急医療体制の充実を図ること。

(4)　急性期医療の充実
　地域医療機関と連携し、市民の理解を得なが
ら、二次救急業務体制の充実に努める。地域住民
が安心して暮らせる街づくりの一端を担う。新病
院では、外科・整形外科を維持・強化するため、
手術室やリハビリスペースの充実を図る。内科は
総合内科を強化するとともに、高齢者ニーズの高
い消化器内科・呼吸器内科の充実を図る。循環
器・脳神経系等の重症疾患は近隣医療機関との連
携を強化する。

(3)　救急医療の充実
　地域医療機関と連携し、市民の理解を得ながら、二次救急輪番
に引き続き参加する。地域住民が安心して暮らせる街づくりの一
端を担えるよう努める。

【実施】
・休日当番体制（日曜・祝日９時から17時まで）
※山武郡市医師会と連携

・二次救急輪番体制（当番日17時30分から翌朝８時29分まで）
※６病院で構成

小 Ａ

(5)　かかりつけ医・家庭医機能
　家庭医・総合医によるこどもから高齢者までの
１次対応をする。医療・保健・福祉の三位一体運
営を目指し、学校健診・住民健診・健康教室・予
防接種等へ積極的に参画する。

【実施】
・山武市医療介護連携ミーティング及び山武市地域ケア会議へ参
加した。
・山武市と共催で市民講座（糖尿病塾等）を実施した。 小 Ｂ

区　　分 令和５年度目標 令和５年度人数 目標差

常勤医師 40人 41人 ＋１人

区　　分 令和４年度 令和５年度

内科系 38日 36日

外科系 188日 187日

区　　分 令和４年度 令和５年度

内科系 22日 21日

外科系 29日 32日
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実施状況等 項目 評価 評価 評価委員会コメント

評価委員会（委員）の評価

令和５事業年度に係る業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

中期目標 中期計画 年度計画
法人の自己評価

(6)　リハビリテーションへの取組み
　入院初期から急性期リハビリテーション、在宅
リハビリテーションの強化をする。言語聴覚士・
歯科衛生士による嚥下訓練や口腔ケアを充実す
る。

【実施】
・急性期リハビリテーションにおいて、問題ないケースに複数回
介入を実施し早期自宅退院を目指した。
・包括病棟・回復期への病棟移動する患者について、複数回介入
することで運動対応能の向上に努めた。
・嚥下訓練においては、耳鼻科医師と協力し必要に応じ嚥下内視
鏡検査をし安全を確認しながら訓練を進めた。

小 Ｂ

２　医療水準の向上 ２　医療水準の向上 ２　医療水準の向上

　 中 Ｂ

(1)　医療職の人材確保
　医療センターにおいて提供する医療水準を向上
させるため、優秀な医師、看護師及び医療技術職
員の確保に努めるとともに、教育研修体制の充実
を図り、臨床研修医及び後期研修医（専門分野の
研修を行う医師をいう。）の受入れに努めるこ
と。
　日本専門医機構が認定する総合診療専門研修プ
ログラムにより、高い診断・治療能力を持つ総合
診療専門医を養成する。全人的医療を展開しつ
つ、自らのキャリアパスの形成をしていく。

(1)　医療職の人材確保
　医療センターにおいて提供する医療水準を向上
させるため、優秀な医師、看護師及び医療技術職
員の確保に努めるとともに、教育研修体制の充実
を図り、臨床研修医及び後期研修医（専門分野の
研修を行う医師をいう。）の受入れに努める。
　医師及び看護師等の人材確保については、大学
等関係機関との連携強化を図ること。また、働き
やすく休みやすいワークライフバランスの充実を
実現し、良質な医療人材が集まる病院となること
を目標とする。短時間正職員等、多様な価値観や
家庭環境に柔軟に対応できる勤務形態を整備し、
職員満足度の更なる向上を目指す。そのうえで教
育実習等の受け入れや関係教育機関との連携強化
を図る。

(1)　医療職の人材確保
 医療センターにおいて提供する医療水準を向上させるため、優
秀な医師、看護師及び医療技術職員の確保に努めるとともに、教
育研修体制の充実を図り、臨床研修医及び専攻医（専門分野の研
修を行う医師をいう。）の受け入れに努める。
 医師及び看護師等の人材確保については、奨学金制度の活用や
大学等関係機関との連携強化を図る。また、ワークライフバラン
スの充実を実現し、良質な医療人材が集まる病院となることを目
標とする。多様な価値観や家庭環境に柔軟な対応ができる勤務形
態を整備し、職員満足度の更なる向上を目指す。そのうえで、教
育実習等の受け入れや関係教育機関との連携強化を図れるように
努める。

小 Ｂ

ア　医師の人材確保 ア　医師の人材確保

細 Ａ

①　大学医局との更なる連携強化及び公募、山武
市による医学生奨学金貸付、医療センター独自の
奨学金制度等、幅広い手法により、医師の確保に
努める。

①　大学医局との更なる連携強化及び公募、山武市による医学生
奨学金貸付及び医療センターが独自に制定した医学生奨学金等幅
広い手法により、医師の確保に努める。

【実施】
・ホームページや求人サイト等で医師の公募を行っている。ま
た、将来的な医師確保対策として、医学生奨学金制度を設けてい
る。

細々 Ａ

②　診療実績等を踏まえて医師の待遇改善を図
る。

➁　診療実績等を踏まえて医師の待遇改善を図る。 【実施】
・手術手当、通勤手当における高速道路利用料金相当額の加算、
宿日直診療手当等の支給制度を継続した。

細々 Ｂ

③　研究費活用制度の活用及び見直等により、研
修機会（研修日の取得、学会出席等の補助）の充
実を図る。

③　研究費活用制度の活用及び制度の見直等により、研修機会
（研修日の取得、学会出席等の補助）の充実を図る。

【実施】
・卒後７年以内の医師については、参加学会の旅費を全額支給す
る等、研修機会の充実を図った。

細々 Ｂ

④　地域医療の研修の場として積極的に大学等に
働きかけを行い、臨床研修医の招へいに努め、
キャリアアップのための認定専門医取得等が可能
となるよう研修環境を整える。

④　地域医療の研修の場として積極的に大学等に働きかけを行
い、臨床研修医の招へいに努め、キャリアアップのための認定専
門医取得等が可能となるよう研修環境を整える。

【実施】
・専攻医４名を常勤医師として受け入れた。
・卒後臨床研修における地域医療研修等の場として、４名の研修
医を受け入れた。
・総合診療科専門医研修プログラムによる医師を１名採用した。
・研修プログラム管理委員会を設置し、研修医・専攻医の研修環
境の充実を図った。

細々 Ａ

⑤　全人的に医療を提供し、地域医療のレベル向
上へ貢献するために、総合医の育成を強化する。

⑤　千葉県医師少数区域等医師派遣促進事業を活用した医師確保
に努める。

【実施】
・令和３年度で終了した千葉県医師不足病院医師派遣促進事業の
事業スキームを活用し、内科医（総合診療科）1.5人（常勤換算
数）を確保した。

細々 Ａ

　医師及び看護師等の人材確保については、大学
等関係機関との連携強化を図ること。また、働き
やすく休みやすいワークライフバランスの充実を
実現し、優秀な医療人材が集まる病院となること
を目標とする。短時間正職員等、多様な価値観や
家庭環境に柔軟に対応できる勤務形態を整備し、
職員満足度の更なる向上を目指す。そのうえで教
育実習等の受け入れや関係教育機関との連携強化
を図ること。これらについて、市としても最大限
の努力をする。
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実施状況等 項目 評価 評価 評価委員会コメント

評価委員会（委員）の評価

令和５事業年度に係る業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

中期目標 中期計画 年度計画
法人の自己評価

イ　看護師及び医療技術職員の人材確保
　教育実習等の受け入れや職場体験、山武市及び
医療センターによる看護学生及び理学療法士・作
業療法士等医療技術職員奨学金貸付、関係教育機
関等との連携を強化する等幅広い手法により、看
護師及び理学療法士・作業療法士等医療技術職員
の確保に努める。
より働きやすく、また、働き甲斐のある就労環境
を整備する。柔軟で多様な勤務体制の整備によ
り、医療人材が集まる病院を目指す。
　「頑張る人が報われる」給与体系の確立、及び
休暇の取りやすい職場環境の整備、職場における
技術やスキルの向上等、職員満足度の向上に努
め、離職率は10％未満を目指す。

イ　看護師及び医療技術職員の人材確保
今年度も、看護師奨学金制度による新人看護師の入職が見込まれ
る。引き続き教育実習等の受け入れや職場体験、山武市及び医療
センターによる看護学生確保に努める。
平成26年３月に、医療センターが独自に制定した理学療法士・作
業療法士等医療技術職員奨学金貸付制度を活用し、人材確保に努
める。
また、関係教育機関等との連携を強化する等幅広い手法により、
看護師及び理学療法士・作業療法士等医療技術職員の確保を図
る。
加えて、産婦人科の分娩体制の維持に併せて、助産師についても
助産師奨学金制度を活用し人材確保に努める。
より働きやすく、働き甲斐のある就労環境を整備する。柔軟で多
様な勤務体制の整備により、医療人材が集まる病院を目指す。
「頑張る人が報われる」給与体系の確立、及び休暇の取りやすい
職場環境の整備、職場における技術やスキルの向上等、職員満足
度の向上に努め、看護師離職率は10％未満を目指す。

【実施】
・教育実習等の受け入れを行った。
・山武市及び医療センターが制定した奨学金制度を活用し、医
師・看護師・医療技術職員の人員確保に努めるとともに、関係教
育機関等との連携を強化した。
・より働きやすい病院を目指し、院内規程を周知し各制度の利用
を可能とした。
・人事評価制度により、「頑張る人が報われる」給与体系の確立
やスキルアップのため研修参加を計画的に進めた。
・e-ラーニングを活用することで個別学習が可能となった。
・ステップ別研修を組み入れることにより自己の課題に向けた学
習が可能となった。
＜離職率＞
令和２年度　12.7％
令和３年度　11.2％
令和４年度　 8.8％
令和５年度　 8.9％
・離職率計算式（退職看護師数/（年度当初看護師数+年度末看護
師数）÷2）

細 Ｂ

＜医療職の人材確保＞ ＜医療職の人材確保＞

　

 
　

 

＜医療職の人材確保＞
　

 
　

 

細々 Ｂ

(2)　医療職の専門性及び医療技術の向上
　医師の専門医資格の取得も含めた教育研修体制
の充実や専門性及び医療技術の向上を図る。

(2)　医療職の専門性及び医療技術の向上
　医師の専門医資格の取得も含めた教育研修体制の充実や専門性
及び医療技術の向上を図る。 　 小 Ｂ

ア　診療部門、職種及び職層等に応じて年度毎に
研修計画を策定する。

ア　診療部門、職種及び職層等に応じて年度毎に研修計画を策定
する。

【実施】
・全職員対象の研修や各種委員会等、各部門ごとに研修計画を策
定し実施している。 細 Ｂ

イ　研修計画に基づき積極的に研修の支援を行い
専門的分野での資格取得を促進する。看護師につ
いては、認定看護師の資格取得を促進する。特
に、認知症ケアのため、認知症専門の認定看護師
を養成する。理学療法士・作業療法士等医療技術
職員については、認定療法士等の資格の取得を推
進する。

イ　研修計画に基づき積極的に研修の支援を行い専門的分野での
資格取得を促進する。看護師については、認定看護師の資格取得
を促進し、医療技術職員については、認定資格取得を推進する。

【実施】
・「自己啓発休業に関する規程」を制定し、認定看護師及び助産
師履修の費用等についての奨学金制度を設け、認定看護管理者、
特定認定看護師（特定行為研修、認定看護師）の受講希望を募っ
た。
・医局内では、オンライン研修へのグループ参加等、自主的な取
り組みを進めた。

細 Ａ

ウ　職務上必要な自主研修に参加する職員に支援
を行う規程の整備を図る。
※（認定看護師とは、社団法人日本看護協会認定
看護師認定審査に合格し、特定の認定看護分野に
おいて熟練した看護技術と知識を有することが認
められた者をいう。）

ウ　職務上必要な自主研修に参加する職員に支援を図る。 【実施】
・認定看護管理者の資格取得のための研修や特定行為研修の受講
に係る取扱要綱に基づき、研修制度による職員への支援を進めて
いる。（特定行為研修１名）
・研修参加者については、職務免除とした。

細 Ａ

エ　研究会や、学会等において積極的に発表出来
るよう支援する。

エ　研究会や、学会等において積極的に発表できるよう支援す
る。

【実施】
・医師については、国外学会での筆頭演者の場合、旅費の増額支
給制度や論文翻訳料の支給制度を設けている。 細 Ｂ

(2)　医療職の専門性及び医療技術の向上
 　医師、看護師及び医療技術職員に対して、資
格の取得も含めた教育研修体制の充実を図るとと
もに各職務に関連する専門資格の取得など、自己
実現の場として、専門性及び医療技術の向上（ス
キルアップ）をサポートすること。
 医療スタッフの職員満足度を向上させ、スタッ
フの確保及び定着を図るため、さらに働きやすい
環境づくりに努め、職員にとってより魅力ある病
院を目指すこと。

区分 平成30年度末人数 令和５年度人数（目標数）

医師数 34人 34人

看護師数 148人 173人

区　　分
令和４年度末人数

(見込)
令和５年度人数

(目標数)

医師数 40人 40人

看護師数 155人 177人

区　　分 令和５年度目標 令和５年度人数 目標差

医師数 40人 41人 ＋1人

看護師数 177人 154人 ▲23人
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実施状況等 項目 評価 評価 評価委員会コメント

評価委員会（委員）の評価

令和５事業年度に係る業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

中期目標 中期計画 年度計画
法人の自己評価

＜認定看護師数＞ ＜認定看護師数＞ ＜認定看護師数＞

－ －

(3)地域医療連携の推進 (3)地域医療連携の推進

小 Ｂ

ア　地域の中核的病院としての使命を果たすた
め、地域医療機関との連携を密にし、診療所・在
宅医からの入院要請に対し24時間受け入れる体制
を確立するとともに、症状の安定した患者に対し
ては、地域の医療機関への紹介を進める。
　また、医療連携のためのＩＴの推進について、
施設整備に伴って行うことを検討する。

＜紹介率・逆紹介率＞

ア　地域の中核的病院としての使命を果たすため、地域医療機関
との連携を密にし、紹介患者を積極的に受け入れるとともに、症
状の安定した患者に対しては、地域の医療機関への紹介を進め
る。
　また、医療連携のためのITの推進について、施設整備に伴って
行うことを検討する。

　＜紹介率・逆紹介率＞

【実施】
・地域がん診療病院として、グループ指定先病院と連携体制を構
築するとともに、地域のがん医療の向上に努めた。がん診療医療
従事者研修事業、がん相談支援事業、普及啓発・情報提供事業を
行った。また、近隣の診療所、訪問看護ステーション、薬局、ケ
アマネージャー等と連携し、緩和ケア外来の患者を24時間体制で
支援した。

　＜紹介率・逆紹介率＞
細 Ｂ

イ　在宅医療に対しては、地域の医療機関等との
連携・情報交換等による在宅医療ネットワークの
構築に努め往診や訪問看護による在宅療養者の
サービス向上につなげる。地域包括ケアの中心的
役割を果たすため、患者の生活環境・家庭環境に
も配慮したきめ細やかな、医療・保健・介護の三
位一体で切れ目のないサービス提供を行う。

イ　在宅医療に対しては、地域の医療機関等との連携・情報交換
等による在宅医療ネットワークの構築に努め往診や訪問看護によ
る在宅療養者のサービス向上につなげる。
　また、令和４年４月から、在宅医療の担い手として在宅療養支
援病院の施設基準を取得しており、更なる取り組みとして機能強
化型への移行を図る。
地域包括ケアの中心的役割を果たすため、患者の生活環境・家庭
環境にも配慮したきめ細やかな、医療・保健・介護の三位一体で
切れ目のないサービス提供を行う。

【実施】
・自施設の訪問診療、併設の訪問看護ステーションにおいて積極
的に在宅療養者の支援を行った。
・他の医療機関、訪問看護ステーション、保険薬局、ケアマネ
ジャ―等と連携し、地域の在宅医療の充実に努めた。

細 Ｂ

(4)　クリニカルパスの普及
　標準的かつ効率的な医療を提供することで患者
負担を軽減し、治療期間の短縮にも寄与できるよ
う、クリニカルパス（疾患別に退院までの治療内
容を標準化した計画表をいう。）の作成及び適用
を進め、質の高い医療を提供すること。また、医
療機関の連携、ネットワーク化を支える地域医療
連携パスの普及を進めること。他医療機関との多
元的な医療連携を通じて地域医療の活性化に取り
組むこと。

(4)　クリニカルパスの向上
　標準的かつ効率的な医療を提供することで患者
負担を軽減し、治療期間の短縮にも寄与できるよ
う、クリニカルパス（疾患別に退院までの治療内
容を標準化した計画表をいう。）の作成及び適用
を進め、質の高い医療を提供する。また、医療機
関の連携、ネットワーク化を支える地域医療連携
パスの普及を進める。他医療機関との多元的な医
療連携を通じて地域医療の活性化に取り組む。

(4)　クリニカルパスの向上
　標準的かつ効率的な医療を提供することで患者負担を軽減し、
治療期間の短縮にも寄与できるよう、クリニカルパス（疾患別に
退院までの治療内容を標準化した計画表をいう。）の作成及び適
用を進め、質の高い医療を提供する。また、医療機関の連携、
ネットワーク化を支える地域医療連携パスの普及を進め、他医療
機関との多元的な医療連携を通じて地域医療の活性化に取り組
む。

【実施】
・医療の標準化を図り、より効果的な医療の実践を行うため、ク
リニカルパス委員会において妥当性を検討しクリニカルパスの作
成を行い、これを用いた医療の実践を行っている。また、バリア
ンスの分析を行い改善に取り組んでいる。
＜クリニカルパス実施件数＞

小 Ａ

(2)　医療職の専門性及び医療技術の向上
 　医師、看護師及び医療技術職員に対して、資
格の取得も含めた教育研修体制の充実を図るとと
もに各職務に関連する専門資格の取得など、自己
実現の場として、専門性及び医療技術の向上（ス
キルアップ）をサポートすること。
 医療スタッフの職員満足度を向上させ、スタッ
フの確保及び定着を図るため、さらに働きやすい
環境づくりに努め、職員にとってより魅力ある病
院を目指すこと。

(3)　地域医療連携の推進
 地域の中核的病院として、他の医療機関との機
能分担と連携を強化するとともに、山武郡市医師
会及び山武郡市歯科医師会からの紹介患者の受入
と両医師会との医療情報の共有化を図ること。ま
た、医療連携のためのＩＴの活用を推進するこ
と。
　更に、山武市地域医療介護連携推進協議会を通
して地域の医療機関・介護保健施設等と連携し
て、往診や訪問看護による在宅療養者及び家族を
総合的に支援する体制を構築すること。医療・保
健・介護を健診から在宅まで三位一体で切れ目な
く提供すること。

区　　分 平成30年度末人数 令和５年度人数（目標数）

認定看護師 ３人 ７人

認定看護
管理者

１人 ２人

区　分 平成30年度 令和５年度（目標数）

紹介率 34.9% 35.0%

逆紹介率 20.5% 25.0%

区　　　分
令和４年度末人数

(見込)
令和５年度人数

(目標数)

認定看護師 ５人 ９人

認定看護
管 理 者

１人 ２人

特定行為
研修終了

０人 ２人

区　　分
令和４年度
(見込)

令和５年度
(目標数)

紹介率 34.7% 35.0%

逆紹介率 19.9% 25.0%

区　分 令和５年度（目標） 令和５年度（実績）

紹介率 35.0% 35.3%

逆紹介率 25.0% 24.0%

区　　　分 令和４年度実績 令和５年度実績

クリニカルパス 912件 992件

区　　　分 令和５年度目標 令和５年度人数 目標差

認定看護師 ９人 ５人 ▲４人

認定看護
管 理 者

２人 ２人 ０人

特定行為
研修修了

２人 １人 ▲１人
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実施状況等 項目 評価 評価 評価委員会コメント

評価委員会（委員）の評価

令和５事業年度に係る業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

中期目標 中期計画 年度計画
法人の自己評価

(5)　骨粗鬆症リエゾンサービス委員会の活動
　骨粗鬆症治療の重要性と治療継続の難しさを、
啓発活動を地道に行うことで市民に認知してもら
うことを主題とし、近隣自治体、現在拡大中の連
携医院と相互に協力し合い、近隣地域社会ネット
ワークの構築へと取り組む。さらに、既存では対
応が難しかった骨粗鬆症未治療患者への介入、そ
して青壮年期への予防的な啓蒙を行う。

(5)　骨粗鬆症リエゾンサービス委員会の活動
　骨粗鬆症治療の重要性と治療継続の難しさを、啓発活動を地道
に行うことで市民の皆さんに認知してもらうことを主題とし、近
隣自治体、現在拡大中の連携医院とは相互に協力し合い、近隣地
域社会ネットワークの構築へと取り組む。さらに、既存では対応
が難しかった骨粗鬆症未治療患者への介入、そして青壮年期への
予防的な啓蒙を行う。また、山武市・近隣の医療機関と協力し、
転倒予防事業を行う。

【実施】
・骨粗鬆症予防、転倒骨折予防を周知するための活動を行った。
・病診連携、地域の老人保健施設とのネットワーク作成など、地
域との繋がりを深める活動を行った。

＜骨粗鬆症リエゾンサービス委員会の主な活動内容＞
骨粗鬆症市民公開講座
世界骨粗鬆症デーライトアップイベント
自治体（山武市）への出張講師（こつこつ健康教室）
自治体へ（東金市）の出張講師（健康教室）
小中学校訪問授業（大平小学校、鳴浜小学校、成東中学校、市川
市立東国分中学校）

小 Ａ

(6)　医療情報システムの構築
　院内医療情報システムの強化と、地域医療機関
とのネットワークの構築による病診連携・病病連
携の推進を図る。

(6)　医療情報システムの構築
　院内医療情報システムの強化と地域医療機関とのネットワーク
の構築による病診連携及び病病連携について検討する。

【実施】
・新病院で導入する医療情報システム及びネットワーク構築に関
する仕様を作成し契約を締結した。また、各種システムのワーキ
ングを開始した。
・診断書作成システムを導入し、医師の業務負担軽減を図った。
・令和５年４月よりオンライン診療の運用を開始した。

小 Ｂ

３　患者サービスの一層の向上
　地域住民により信頼され必要とされる病院とな
るため、患者・住民の意見を取り入れる仕組みづ
くりに努める。経営努力によって医療者を集める
とともに、医師が治療に専念するための医師事務
作業補助者、看護師の負担軽減のための看護補助
者、地域医療連携のより一層の推進のための医療
ソーシャルワーカー等職員の確保に努め、患者
サービスのさらなる向上を図る。

３　患者サービスの一層の向上
地域住民により信頼され必要とされる病院となるため、患者・住
民の意見を取り入れる仕組みづくりに努める。経営努力によって
医療者を集めるとともに、医師が治療に専念するための医師事務
作業補助者、看護師の負担軽減のための看護補助者の確保に努め
る。
また、地域医療連携のより一層の推進のための医療ソーシャル
ワーカー等職員の雇用拡大を図り、患者満足度の向上を図る。

　

中 Ｂ

(1)　患者にとって良い医療の提供
　DPCデータの活用及びクリニカルパス利用等に
よる医療の効率性とともに、患者のQOL（生活の
質）をより良くするため、医療の質の向上を図
る。患者の生活環境・家庭環境にも配慮したうえ
で、治療方針を決める。

(1)　患者にとって良い医療の提供
　クリニカルパス利用等による医療の効率化とともに、患者の
QOL（生活の質）をより良くするため、医療の質の向上を図る。
患者の生活環境・家庭環境にも配慮したうえで、治療方針を決め
る。

【実施】
・DPCデータの活用及びクリニカルパス利用等による医療の効率
化とともに、患者のQOL（生活の質）をより良くするため、患者
の生活環境・家庭環境にも配慮し治療方針を決め、医療の質の向
上を図った。

小 Ｂ

(1)　診療待ち時間の改善等
　患者サービスの一層の向上を図るため、外来診
療、検査等の待ち時間の短縮に努めること。

(2)　診療待ち時間の改善等
　外来診療、検査等の待ち時間の短縮を進めるた
め、患者動態等の実態調査を実施し、以下のよう
な改善策を実施する。

(2)　診療待ち時間の改善等
　外来診療、検査等の待ち時間の短縮を進めるため、患者動態等
の実態調査を実施し、以下のような改善策を実施する。

【実施】
・外来患者満足度アンケート調査において、「受付から診療ま
で」「診療から会計精算まで」の待ち時間に関する質問事項を設
け現況を把握した。また、アンケート結果は、当院ホームページ
に掲示し、待ち時間の減少に配慮するよう対応した。

小 Ｂ

ア　外来診療機能の見直しを行い、近隣の医療機
関との連携を図る。

ア　外来診療機能の見直しを行い、近隣の医療機関との連携を図
る。

【実施】
・紹介、逆紹介等を行い、近隣の医療機関との連携を図った。

細 Ｂ

イ　患者動線の無駄を省き、検査と診察の順序を
入れ替える等、患者の立場に立った柔軟な対応を
行う。

イ　患者動線の無駄を省き、検査と診察の順序を入れ替える等、
患者の立場に立った柔軟な対応を行う。

【実施】
・外来窓口でトリアージを行い、重症患者から診察できるように
するとともに、診察の順番の変更があることを表示している。
・患者の動線をスムーズにするため、案内表示及び案内図を変更
している。

細 Ｂ

ウ　インフォメーションの活用等、予約制度の運
用方法を見直す。

ウ　インフォメーションの活用等、予約制度の運用方法を見直
す。

【実施】
・各診療科外来で１時間ごとの予約患者数を表示し、具体的な待
ち時間をお伝えするようにしている。 細 Ｂ

３　患者サービスの一層の向上
　業務改善、人材育成、職員教育等により患者
サービスの一層の向上を行うこと。経営努力に
よって医療者を集め、患者サービスを考えた医療
提供を行うことで患者満足度の向上を図る。地域
住民により信頼され必要とされる病院となるた
め、患者・住民の意見を取り入れる仕組みづくり
を積極的に行うこと。
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実施状況等 項目 評価 評価 評価委員会コメント

評価委員会（委員）の評価

令和５事業年度に係る業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

中期目標 中期計画 年度計画
法人の自己評価

エ　検査機器の効率的な稼働を行う。 エ　検査機器の効率的な稼働を行う。 【実施】
・各種検査（CT・MRI検査）を早朝や時間外も行い、稼働率の向
上と待ち時間の短縮を図った。

細 Ｂ

オ　その他職員のアイデアを活かすことにより待
ち時間の短縮に努める。

オ　混雑時の職員配置の見直しを行う。 【実施】
・検体検査採血室の混雑時は、検査受付・採血の人員を増やして
対応した。 細 Ｂ

カ　外来待合板を通じて情報の提供を行うなど、待ち時間を有効
に過ごせるように取り組む。

【実施】
・外来待合で医療情報をモニター画面で映している。 細 Ｂ

キ　その他職員のアイデアを活かすことにより待ち時間の短縮に
努める。

【実施】
・総合案内に外来業務を把握している職員を配置することで、患
者の目的や要望に合わせた的確な案内ができるようになり、患者
の待ち時間短縮につながった。

細 Ｂ

(2)　院内環境及び患者・来院者等の快適性の向
上
　患者や来院者に快適な環境を提供するため、施
設の改修及び補修をきめ細かく実施するととも
に、患者のプライバシーに配慮した院内環境の整
備に努めること。

(3)　院内環境及び患者・来院者等の快適性の向
上
　患者及び来院者等に、より快適な環境を提供す
るため、院内清掃を徹底するとともに、院内巡回
を定期的に実施して、病室、待合室、トイレ及び
浴室等の改修や補修を計画的に実施する。
　さらに、患者のプライバシーに配慮した院内環
境の整備に努める。

(3)　院内環境及び患者・来院者等の快適性の向上
　患者及び来院者等により快適な環境を提供するため、院内清掃
を徹底する。
特に窓ガラスの清掃等の回数を増加する。院内巡回を定期的に実
施して、病室、待合室、トイレ及び浴室等の改修や補修を計画的
に実施する。
　引き続き環境整備に努める。

【実施】
・外来フロアにおいて相談コーナーを設置し、患者の不安に思っ
ていることや分からないことについて相談を受けた。
・再来受付機の後ろにボードを設置し、当日の休診や変更医師の
情報を表示している。
・内科・整形外科の各外来において、予約外患者の診察券・問診
票入れを窓口の分かりやすい場所に設置している。
・広報編集委員会において、院内掲示物に掲示期限を設ける等、
整理を積極的に行った。
・院内感染防止・衛生管理の徹底・サービスの向上・ご家族の負
担を軽減するため、手ぶらで入院を目標に入院セットを導入、継
続している。
・予約入院の患者に対し入院前案内を実施し、入院時に必要な書
類や公的制度の説明等、入院生活に関する案内を行うことで、安
心して治療を受けられるように配慮している。
・平成29年４月から敷地内完全禁煙を実施し、外来患者や面会者
等の受動喫煙防止に配慮することで院内の環境改善に取り組んで
いる。

小 Ｂ

(3)　患者・来院者の利便性向上
　病院内の案内等を充実するなど患者・来院者の
移動しやすさに配慮し、利便性の向上に取り組む
こと。

(4)　患者・来院者の利便性向上
　玄関や受付での案内業務の充実や、病院内の案
内表示板の増設、駐車場の整備等、患者の利便性
の向上に取り組む。病院に至る道順や交通機関の
利用方法等病院に至る経路に関してもわかりやす
い案内を行う。

(4)　患者・来院者の利便性向上
　玄関や受付での案内業務の充実や、病院内の案内表示板の増
設、駐車場の整備、ＡＴＭの再設置の計画等、患者の利便性の向
上に取り組む。
　病院に至る道順や交通機関の利用方法等病院に至る経路に関し
てもわかりやすい案内に努める。また、出入口への車いすの配置
等、総合案内や各受付職員を中心に高齢者や障害者が安心して医
療を受けられる環境を常に意識する。

【実施】
ア　玄関や受付での案内業務の充実
・スムーズに外来の受付けができるよう、就業開始時間を調整
し、新患・再来患者の案内を行なっている。
・総合案内に外来業務を把握している職員を配置することで、患
者案内のサービス向上、患者の待ち時間短縮、効率的かつスムー
ズな診療業務に貢献できた。
・山武市基幹バス・乗合タクシーの案内を、正面玄関の見やすい
場所に掲示している。また、当院最寄りのバス停時刻表を独自に
作成し院内に掲示している。
・入院、外来の料金支払いについて、患者の利便性を考慮して、
クレジットカードによる支払いを実施している。
・マイナンバーカードを健康保険証として利用できるオンライン
資格確認システムを稼働している。
イ　院外の案内板の設置
・令和５年度末の設置状況　国道126号線沿１か所
ウ　来院者向け駐車場の整備
・駐車場係を配置し、車両案内を行うことにより来院車両がス
ムーズに駐車でき
るよう配慮している。
・正面玄関付近の車いす用駐車エリアを14台へと拡大し利便性を
向上している。

小 Ｂ
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実施状況等 項目 評価 評価 評価委員会コメント

評価委員会（委員）の評価

令和５事業年度に係る業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

中期目標 中期計画 年度計画
法人の自己評価

(5)　職員の接遇向上
　職員一人ひとりが患者の立場に立って判断し、
行動できるよう、接遇に対する研修を行う。研修
内容を接遇に活かし、患者満足度向上という成果
に結びついているか確認を行う。

(5)　職員の接遇向上
　職員一人ひとりが患者の立場に立って判断し、行動できるよ
う、接遇に対する研修を行う。研修内容を接遇に活かし、患者満
足度向上という成果に結びついているか確認を行う。

【実施】
・病院職員としての接遇の基本姿勢と知識を身につけ、患者や家
族に対するマナー・サービスの質の向上を図るため、接遇研修の
実施、委託業者も含めた全職員を対象に配布した接遇マニュアル
により、接遇向上に努めている。 小 Ｂ

ア　接遇に関して現状調査等を実施する。 ア　接遇に関して現状調査等を実施する。 【実施】
＜接遇研修の実施＞
・新入職員オリエンテーションにおいて、現状調査等を実施し
た。

細 Ｂ

イ　患者の立場に立った接遇を行う。また、患者
満足度についてアンケートを実施し、ホームペー
ジで公開する。

イ　患者の立場に立った接遇を行う。また、患者満足度について
アンケートを実施し、ホームページで公開する。

【実施】
・外来患者満足度アンケート調査において、「受付から診療ま
で」「診療から会計精算まで」の待ち時間に関する質問事項を設
け現況を把握した。また、アンケート結果は、当院ホームページ
に掲示し、待ち時間の減少に配慮するよう対応した。
・看護課長補佐会を中心に入院患者に対し、満足度調査を実施し
た。

細 Ｂ

４　安心で信頼できる良質な医療の提供 ４　安心で信頼できる良質な医療の提供 ４　安心で信頼できる良質な医療の提供

　
中 Ｂ

(1)　安全対策の徹底 (1)　安全対策の徹底 (1)　安全対策の徹底
小 Ａ

ア　情報共有とチーム医療の推進を行い医師をは
じめとする医療スタッフがコミュニケーションを
密にする。医療スタッフが一丸となり、互いに連
携し補完しあうことで、医療安全を推進し、医療
事故（ヒヤリハットを含む）を防ぐ。

ア　全職員が医療チームの一員であることの認識を深め、医療現
場において良好なコミュニケーションを密にして互いに連携し補
完しあい、患者・家族との信頼関係を築きながら医療安全を推進
し、医療事故（ヒヤリハットを含む）を防ぐ。

【実施】
・安全なチーム医療を推進する上で、インシデント・アクシデン
ト報告は医療事故防止や再発防止に役立つ情報であるという認識
が全職員でさらに深まり、安全文化の構築に繋がっている。報告
された事象は、当該部署だけでなく他部署とも連携・共有するこ
とで、医療の質の向上に必要な組織的な医療安全体制の構築に効
果を上げている。
・令和５年度の報告件数は、1,111件で昨年より増加がみられ
た。特に事務部門の報告推進　に努めた結果、39件の報告があっ
た。報告件数の上位を占めている項目は、ドレーンチューブ関
連、薬剤関連、転倒転落関連で、全体の約65％を占めている。
・職員一人一人の気づきで事故を回避している場面も多く報告さ
れている。「患者に影響を及ぼす前に気づいた・発見した」イン
シデント０レベルの報告推進を行い全体の約10％、114件の報告
があった。
・アクシデント報告は、3b事例13件でいずれも転倒による骨折事
案であった。206件の転倒事案があったが、他はいずれも安全対
策を実施し事故には至っていない。院内だけで対応できない事象
については、顧問弁護士に相談し専門的な立場から助言により職
員の安心に繋がっている。

細 Ａ

イ　患者及び地域住民に信頼される良質な医療の
提供に努め、院内感染防止対策、医療事故防止対
策を始めとして様々な医療安全に対する委員会を
設置して検証し、原因究明を行う。また、医療ス
タッフ間で情報共有を行い、原因究明から改善を
繰り返すことで、医療事故（ヒヤリハットを含
む）を発生させない仕組みを作る。

イ　患者及び地域住民に信頼される良質な医療の提供に努め、院
内感染防止対策、医療事故防止対策を始めとして様々な医療安全
に対する委員会を設置して検証し、原因究明を行う。

【実施】
・医療安全管理委員会を月１回開催し、出席率95%以上を確保す
る中、事例の分析や対策の検討、職員の安全教育の計画運営が実
践できた。
・週１回、医療安全カンファレンスを実施し、改善策の検討を行
い患者の安全と職員の安全確保を図り、医療安全対策の評価・検
討・計画の討議を深めていく場となっている。
・医療安全ラウンドを月１回カンファレンスの時間を利用し、職
場環境と安全機器管理を中心に実施した。掲示物の破損、コード
類の乱れ、廊下の障害物の有無、緊急コールの周知状況の再確認
をすることができた。
・医療安全標語を毎月掲示し、安全意識の向上に努めた。
・看護部の安全対策委員会ではインシデントの背景要因と改善策
について検討し情報共有を行うとともに医療安全トピックスを発
行し再発防止に努めている。
・令和５年度の医療安全研修はe-ラーニングを活用し研修を実
施。「臨床倫理総論」「インフォームド・コンセントと診療辞
退」「プライバシーと守秘義務の倫理」をテーマに視聴。集合研
修では、「職員間のコミュニケーション」「職場におけるハラス
メント」をテーマに開催し95%の参加を得られた。
・院内感染防止対策の強化を図るため、連携する病院と年４回の
カンファレンスを行い、情報交換等に努めた。

細 Ａ

　患者及び住民に信頼される良質な医療を提供す
るため、医療事故防止対策・院内感染防止対策を
立案し、各部署に指導を徹底するとともに、医療
事故等に関する情報の収集分析に努め、医療事故
の発生及び再発防止を図ること。

(4)　職員の接遇向上
　職員一人ひとりが接遇の重要性を認識して、接
遇の向上に努めること。
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実施状況等 項目 評価 評価 評価委員会コメント

評価委員会（委員）の評価

令和５事業年度に係る業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

中期目標 中期計画 年度計画
法人の自己評価

ウ　医薬品の安全管理の徹底のため、手順書の確
認や職員研修を実施して管理の徹底を図る。

ウ　医薬品を安全に使用するため、手順書の確認や職員研修を実
施して安全管理の徹底を図る。

【実施】
・医薬品の安全管理のために、手順書を定期的に見直し、職員研
修を実施した。

細 Ｂ

エ　薬剤師による患者の服薬管理指導を積極的に
実施し、投薬による事故を未然に防ぐ。また患者
が理解し、納得できる説明を行う。

エ　薬剤師による患者の服薬管理指導を積極的に実施し、投薬に
よる事故を未然に防ぐ。患者が理解し納得できる説明を行う。

【実施】
・院内ラウンドの実施と定着、患者誤認防止の更なる徹底と推進
を進めていくことで、医療安全対策の標準化を推進し、医療安全
の質の向上努めた。
・医薬品情報については、医薬品医療機器情報配信サービス
（PMDAメディナビ）によりタイムリーに情報を収集し提供した。

細 Ｂ

(2)　信頼される医療の実施
　医療の中心は患者であるという認識のもと、患
者や地域住民と病院との信頼関係を築き上げ、真
に地域に密着した病院となること。患者の権利を
尊重し、インフォームドコンセント（患者やその
家族が、自ら受ける治療の内容に納得し、自分に
合った治療法を選択できるような十分な説明を受
けた上での同意をいう。）を徹底すること。
　カルテ・レセプト、DPCデータ等医療情報の適
切な情報開示を進め、患者・地域住民との関係を
より強固なものにすること。
　また、産科医療、セカンドオピニオン（患者や
その家族が、治療法等の判断に当たって、主治医
とは別の医師の意見を聴くこと。また、その意見
をいうこと。）外来及び緩和ケア、回復期リハビ
リテーションをより充実し、患者が地域で安心し
て治療を受けられる環境を整備すること。

(2)　信頼される医療の実施
　医療の中心は患者であるという基本認識のも
と、患者やその家族から信頼され、納得に基づく
診療を行う。
　さらに、検査及び治療の選択については、患者
の意思を尊重したインフォームドコンセント（患
者やその家族が、自ら受ける治療の内容に納得
し、自分に合った治療法を選択できるような十分
な説明を受けた上での同意をいう）を徹底する。
　また、周産期医療、セカンドオピニオン（患者
やその家族が、治療法等の判断に当たって、主治
医とは別の医師の意見を聴くこと。また、その意
見をいうこと。）外来及び緩和ケア、回復期リハ
ビリテーションをより充実し、患者が地域で安心
して治療を受けられる環境を整備する。

(2)　信頼される医療の実施
　医療の中心は患者であるという基本認識のもと、患者やその家
族から信頼され、納得に基づく診療を行う。
　また、検査及び治療の選択については、患者の意思を尊重した
インフォームドコンセント（患者やその家族が、自ら受ける治療
の内容に納得し、自分に合った治療法を選択できるような十分な
説明を受けた上での同意をいう。）を徹底する。
　さらに、外来、産婦人科病棟、緩和ケア病棟、地域包括ケア病
棟及び回復期リハビリテーション病棟をより充実し、患者が地域
で安心して治療を受けられる環境の整備に努め、セカンドオピニ
オン（患者やその家族が、治療法等の判断に当たって、主治医と
は別の医師の意見を聴くこと。また、その意見をいうこと。）に
ついて周知を図る。

【実施】
・インフォームド・コンセントの過程において、信頼され納得に
基づいた医療を行うために、ＳＤＭ（共同意思決定）の実践に取
り組んでいる。
・医療者が患者や家族と十分なコミュニケーションをとり、医療
情報等を相互に共有しながら、共同による意思決定に努めてい
る。
医療情報等の共有においては、理解しやすいように絵や図等を用
いて丁寧に説明することとしている。
・手術や処置等で、治療成績だけでなく、頻度は少ないが起こり
うる可能性のある合併症の説明も行い、治療法や処置における患
者の自己決定権を尊重し、書面での承諾書の作成を徹底してい
る。
・セカンドオピニオンについては、地域医療連携室を受付窓口と
し、ホームページ等で案内を行っている。
・他医療機関へ紹介の際は、診療予約、受診案内の問い合わせ、
情報提供を行い、患者が他医療機関へスムーズに受診できるよう
に対応している。
・患者サポート体制の充実を図るため、相談支援窓口（地域医療
連携室内）に患者サポートナースを配置し、患者等からの疾病に
関する医学的な質問並びに入院上の不安等に関する相談に対応し
ている。

小 Ｂ

(3)　法令の遵守
　患者が安心して医療を受けられるよう、医療法
（昭和23年法律第205号）をはじめとする関係法
令を遵守するとともに、行動規範と倫理を確立す
ること。
　また、個人情報の取り扱いについては、法令を
遵守し適切に行うこと。

(3)　法令等の遵守
　患者が安心して医療を受けられるよう、医療法
（昭和23年法律第205号）をはじめとする関係法
令を遵守するとともに、行動規範と倫理を確立す
る。また法令を遵守するため、常に各種規程の見
直しや体制の構築を進めるとともに、委員会や研
修等を通じ、職員へ意識の醸成を図っていく。

(3)　法令等の遵守
　患者が安心して医療を受けられるよう、医療法（昭和23年法律
第205号）をはじめとする関係法令を遵守するとともに、行動規
範と倫理を確立する。法令を遵守するため、委員会や研修等を通
じ、職員に周知徹底し、実行させる。

【実施】
・保健所の立入検査により、医療法等関係法令に基づいて、適正
に病院運営が行われていることが確認された。また、諸規程につ
いては、各部署で職員が閲覧できる体制を整え、周知を図ってい
る。

小 Ｂ

(4)　適正な情報管理と情報公開
　個人情報保護及び情報公開に関しては、法令に
基づき適切に対応する。　また、医療センターの
業務運営に係る内容については、法令に基づき適
切に公表を行うとともに、地域医療連携について
ホームページ等を通じて情報発信を行い、経営の
透明性を確保する。

(4)　適正な情報管理と情報公開
　個人情報保護及び情報公開に関しては、法令に基づき適切に対
応する。また、医療センターの業務運営に係る内容については、
法令に基づき適切に公表を行うとともに、地域医療連携について
ホームページ等を通じて情報発信を行い、経営の透明性を確保す
る。

【実施】
・地方独立行政法人さんむ医療センター個人情報取扱規程及び山
武市情報公開条例に基づき、患者及びその家族からのカルテ開示
請求に対応した。（令和５年度のカルテ開示件数は16件）

小 Ｂ

５　市の医療施策推進における役割 ５　市の医療施策推進における役割 ５　市の医療施策推進における役割

中 Ｂ

(1)　市の保健・介護行政との連携
　住民の健康増進を図るため、市の機関と連
携・協力して各種健康診断を実施するなど、疾
病予防及び介護予防の推進を図ること。

(1)　市の保健・介護行政との連携 (1)　市の保健・介護行政との連携

小 Ａ

　患者及び住民に信頼される良質な医療を提供す
るため、医療事故防止対策・院内感染防止対策を
立案し、各部署に指導を徹底するとともに、医療
事故等に関する情報の収集分析に努め、医療事故
の発生及び再発防止を図ること。
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実施状況等 項目 評価 評価 評価委員会コメント

評価委員会（委員）の評価

令和５事業年度に係る業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

中期目標 中期計画 年度計画
法人の自己評価

ア　予防接種や乳幼児健診を積極的に行う。 ア　予防接種や乳幼児健診及び産後ケア事業を積極的に行う。 【実施】
・県内外の市町村のがん検診、妊婦乳児一般健康診査、乳幼児精
密健康診査、児童結核検診等の事業を委託契約し実施した。ま
た、山武市の乳児健診については、月1回施設の一部を提供し、
小児科外来と連携して行った。（令和５年度実施件数：161件）
・千葉県内定期予防接種相互乗り入れに加入し、市町の定期予防
接種の業務委託契約を受託し実施した。
・千葉県内定期予防接種相互乗り入れに加入し、市町の定期予防
接種の業務委託契約を受託し実施した。（令和５年度実施件数：
3,242件）
・大人、小児のインフルエンザ予防接種については、医事課に予
約受付窓口を設置し集団接種で行った。（令和５年度実施件数：
大人293件、小児183件）
・高齢者肺炎球菌ワクチン予防接種を内科外来で行った。（令和
５年度実施件数：49件）

細 Ａ

イ　居宅介護事業の充実を図る。 イ　居宅介護事業の充実を図る。 【実施】
・併設居宅介護支援事業所に主任ケアマネージャー1名を配置
し、居宅サービス計画を作成するとともに、介護保険制度の案
内・相談を行った。（令和５年度年間延べ利用者数：389名（市
からの委託含む））

細 Ｂ

ウ　その他、市の保健・介護行政との一層の連携
方策について、具体的方策を検討する。

ウ　その他、市の保健・介護行政との一層の連携方策について、
具体的方策を検討する。

【実施】
・市の保健・介護行政推進における病院の役割を明確にし、各市
町部門担当者との意見交換会を行う等の連携を図った。
＜産後ケア事業＞
山武市（平成30年10月～）※母乳外来開設（令和元年10月～）
東金市（令和元年10月～）
横芝光町（令和３年４月～）
大網白里市（令和４年５月～）
九十九里町（令和５年４月～）

細 Ａ

(2)　災害時における医療協力と役割
　平時より事業継続計画（BCP）及び災害対策マ
ニュアルの対策をもって地震、津波、台風、大規
模事故等の災害対応体制を確立すること。
　市との連携を図り情報の共有化に努め体制を確
立すること。市が行う災害訓練等に積極的に参加
し体制の維持に努めること。
　災害発生時には「災害時の医療救護活動につい
ての覚書」に基づき医療救護活動を提供すると共
に、災害医療の拠点となり、BCPに基づき医療の
提供に努めること。また、これらを実施するため
災害医療を提供するための医療者を養成するこ
と。

(2)　災害時における医療協力と役割
　平時より事業継続計画（BCP）及び災害対策マ
ニュアルの対策をもって地震、津波、台風、大規
模事故等の災害対応体制を確立する。市との連携
を図り情報の共有化に努め体制を確立する。市が
行う災害訓練や災害派遣医療チーム(DMAT)訓練等
に積極的に参加し体制の維持に努める。
　災害発生時には「災害時の医療救護活動につい
ての覚書」に基づき医療救護活動を提供すると共
に、災害医療の拠点となり、BCPに基づき医療の
提供に努める。また、これらを実施するため災害
医療を提供するための医療者を養成する。
　また、災害時に多発する重症傷病者に対する救
急医療体制を確保するため、高度な診療機能・被
災地からの重症傷病者の受け入れ機能・広域搬送
の対応機能・DMATの派遣機能を備えた「地域災害
拠点病院」の指定を目指す。

(2)　災害時における医療協力と役割
　平時から市との連携を図り情報の共有化に努めるとともに、市
が行う災害訓練等に積極的に参加し、災害対応マニュアルを作成
するなど、災害医療の拠点となるように体制を備える。
　平成26年９月に市と締結した「災害時の医療救護活動について
の覚書」により、市からの要請に基づき医療救護活動を提供する
とともに、災害医療の拠点となり、BCPに基づき医療の提供に努
め、これらを実施するため災害医療を提供するための医療者を養
成する。

【実施】
・災害時に設置される医療救護所での傷病者に対する応急処置や
医療活動の体制について、山武市と協定を締結している。
・院内防災訓練（令和５年９月、令和６年３月）を実施。
・医師会主催の航空機事故消火救難総合訓練（令和５年10月19
日）に医師１名、看護師２名、事務員１名が参加した。
・千葉県地域DMAT（CLDMAT。災害急性期に機動性を持って活動で
きるようトレーニングを受けた医療チーム）隊１隊を編成し、災
害対応力を維持している。また、活動に必要な知識・技能の維持
向上のため、隊員を研修に派遣した。
・EMIS（広域災害救急医療情報システム）緊急時入力訓練に事務
員１名が参加した。

小 Ｂ
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実施状況等 項目 評価 評価 評価委員会コメント

評価委員会（委員）の評価

令和５事業年度に係る業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

中期目標 中期計画 年度計画
法人の自己評価

(3)　住民への保健医療情報の提供及び発信
　医療に関する専門分野の知識を活用し、住民対
象の公開講座の開催やホームページや広報紙等で
の医療情報の提供など、保健医療及び健康に関す
る情報の発信及び普及啓発を推進すること。

(3)　住民への保健医療情報の提供及び発信
　各診療科の診療案内、病院の医療に関する取り
組み情報等を病院ホームページ及び広報紙等に掲
載することや、医療に関する専門知識を活用した
住民対象の公開講座の開催をする等、医療情報の
発信及び普及啓発に取り組む。疾病について住民
の理解を深め、予防活動にも取り組む。

(3)　住民への保健医療情報の提供及び発信
　各診療科の診療案内、病院の医療に関する取り組み情報等を病
院ホームページ及び広報紙等に掲載することや、医療に関する専
門知識を活用した住民対象の公開講座の開催をする等、医療情報
の発信及び普及啓発に取り組む。
　疾病について住民の理解を深め、予防活動にも取り組む。

【実施】
・病院ホームページについて、令和５年度においても内容を充実
させる等、より分かりやすく、かつ迅速に情報発信を行った。
・季刊発行の院内広報誌により、患者のニーズに応えた情報を配
信している。新任医師の紹介、医師や医療技術職員による医療情
報や仕事内容についての紹介を行い、院内フロアや近隣市町の窓
口に設置した。
・山武市簡易マザーズホーム通園児の療育指導等のため、言語聴
覚士を年12回派遣した。また、山武市のことば発達検査のため、
言語聴覚士を年24回派遣した。
・DPCデータに基づく令和４年度の病院指標を病院ホームページ
に公開した。（年齢階級別患者数、診断群分類別患者数等）

小 Ｂ

(4)　住民との連携
　病院ボランティアの受け入れを積極的に行い、
地域に開かれた病院として、地域住民と医療セン
ターの連携を深めること。

(4)　住民との連携
　地域住民の病院ボランティアへの積極的な開放
に努めるとともに、医療センターと地域住民が、
地域医療に関する問題意識を共有し、お互いに支
え合う関係を構築する。

(4)　住民との連携
　地域住民の病院ボランティアへの積極的な開放に努めるととも
に、医療センターと地域住民が、地域医療に関する問題意識を共
有し、お互いに支え合う関係を構築する。

【実施】
・例年、病院ボランティアにより、院内の案内、車椅子介助、ミ
ニコンサート、ピアノ演奏及びアロマテラピー等の活動を行って
いたが、新型コロナウイルス感染症の影響で中止した。
・例年、クリスマスコンサートを開催しているが、新型コロナウ
イルス感染拡大防止対策により中止した。

小 Ｃ

第３　業務運営の改善及び効率化に関する事項 第３　業務運営の改善及び効率化に関する事項 第３　業務運営の改善及び効率化に関する事項
大 Ｂ

１　地方独立行政法人としての運営管理体制の
維持向上
　地方独立行政法人として運営をより的確に行え
るよう、適時適切な理事会の開催、事務局等の必
要な人員を確保するとともに体制を向上させ、中
期目標、中期計画及び年度計画に掲げる組織目標
が着実に達成できる運営管理体制を構築するこ
と。
　病院内において指示・文書等の情報の流れを円
滑にし、組織全体として、情報の共有を徹底する
とともに、変化への対応能力、意思決定のスピー
ドを高めること。

1 地方独立行政法人としての運営管理体制の持
続的な発展
　迅速かつ柔軟に医療センターの運営が行えるよ
う、理事会の運営や決定事項の院内周知のための
管理職で組織する会議等の体制を維持する。ま
た、病院運営に必要な情報・診療情報（診療報酬
等の検証や院内の電算システム構築等）の一元的
な把握のための企画・情報の部署の設置を行う。
理事会議事録は可及的速やかに院内に周知すると
ともに、ホームページで公開する。

１ 地方独立行政法人としての運営管理体制の持続的な発展
　迅速かつ柔軟に医療センターの運営が行えるよう、理事会の運
営や決定事項の院内周知のための管理職で組織する会議等の体制
を維持する。
　また、病院運営に必要な情報・診療情報（診療報酬等の検証や
院内の電算システム構築等）を一元的に把握・利用できるように
努める。理事会議事録は可及的速やかに院内に周知するととも
に、ホームページで公開する。

【実施】
・理事会において重要事項についての意思決定を行うとともに、
管理職で構成し病院運営等にかかる主要事項の検討を行う経営の
質向上委員会及び病院の質向上委員会を通じて、法人の意思統一
を図るとともに、中期目標、中期計画及び年度計画の達成に向け
て取り組みを行った。

＜各委員会等の開催状況＞
・理事会　13回（うち臨時理事会１回）
・経営の質向上委員会　12回
・病院の質向上委員会　12回

中 Ｂ

２　内部・外部通報制度の導入
　法令違反や不正行為等の発生を防ぐ等の制度と
して、「内部・外部通報制度」を導入する。

２　内部・外部通報制度の導入
　法令違反や不正行為等の発生を防ぐため、内部通報及び外部通
報に関する規程に基づき、適正に運用する。

【実施】
・「内部・外部通報制度」に関する規程等に基づき、法令違反や
不正な行為等の発生又はその恐れがある場合に、適切に対応でき
るよう努めている。

中 Ｂ

３　理事会の機能強化による院内の法令等遵守
体制の確立及びガバナンスの強化
　理事会において定期的に法令遵守体制を含めた
業務改善計画の進捗状況を確認するとともに、理
事会の業務改善に関する執行・進捗管理機能を強
化する。
　また、 法令等遵守体制を確立するため、現行
の規程の見直し、適正な事務処理に適合した規程
整備を進めていく。

３　理事会の機能強化による院内の法令等遵守体制の確立及びガ
バナンスの強化
　理事会において定期的に法令遵守体制を含めた業務改善計画の
進捗状況を確認するとともに、理事会の業務改善に関する執行・
進捗管理機能を強化する。
　また、法令等遵守体制を確立するため、現行の規定の見直し、
適正な事務処理に適合した規程整備を進めていく。

【実施】
・理事会において、定期的に法令遵守体制を含めた業務改善計画
の進捗状況を確認するとともに、理事会の業務改善に関する執
行・進捗管理を実施している。また、法令遵守を意識した適正な
事務処理を行うための規程を整備し、推進体制として各理事を主
体とする内部統制委員会を設置している。

中 Ｂ

４　監事機能の充実・強化
　業務の健全な運営を確保するために、監査項
目・監査手法等の見直しを行い、監事機能の充
実・強化を図るとともに実行性のある監査を実施
する。

４　監事機能の充実・強化
　業務の健全な運営を確保するために、監事機能の充実・強化を
図るとともに実行性のある監査を実施する。なお、院内監査の一
層の強化等のため、監事室を新設する。

【実施】
　業務の健全な運営を確保するために、監査項目・監査手法等の
見直しを行い、監事機能の充実・強化を図るとともに実行性のあ
る監査を実施した。

中 Ｂ

２　効率的かつ効果的な業務運営 ５　効率的かつ効果的な業務運営 ５　効率的かつ効果的な業務運営

　
中 Ｂ

13



実施状況等 項目 評価 評価 評価委員会コメント

評価委員会（委員）の評価

令和５事業年度に係る業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

中期目標 中期計画 年度計画
法人の自己評価

(1)　適切かつ弾力的な人員配置
　医療需要の変化や病院経営を取り巻く状況に迅
速に対応するため、医師をはじめとする職員の配
置を適切に行うこと。

(1)　適切かつ弾力的な人員配置
　患者動向を注視し、外部環境の変化を捉えなが
ら、医師をはじめとする適切な職員配置により医
療を提供する。
　職員の働き方の要望に応じてきめ細かな雇用形
態を取り入れること等により、多様な専門職の活
用を図り、効果的な医療の提供に努める。
　事務職については職員採用計画に従い業務量に
応じた職員数を確保するとともに、内部牽制機能
の体制強化を図る。また、計画的な配置転換また
は担当事務の変更を行う。
　さらに、経営情報を全職員が共有する等、経営
意識の向上に努め、事務の効率的・効果的な執行
に取り組む。

(1)　適切かつ弾力的な人員配置
　患者動向を注視し、外部環境の変化を捉えながら、医師をはじ
めとする適切な職員配置により医療を提供する。
　職員の働き方の要望に応じてきめ細かな雇用形態を取り入れる
こと等により、多様な専門職の活用を図り、効果的な医療の提供
に努める。 。

【実施】
・再雇用制度を活用し、定年後の看護師等の効率的な人員配置に
努めた。（令和５年度制度該当者：看護師10名、准看護師３名、
医療技術職員４名、事務職員２名）

小 Ｂ

(2)　職員の職務能力の向上 (2)　職員の職務能力の向上（人材育成とスキル
アップ）

(2)　職員の職務能力の向上（人材育成とスキルアップ）

小 Ｂ

①　医療職の職務能力の高度化・専門化を図るた
め、専門医・指導医、認定看護師等の資格取得も
含めた教育研修システム（短期留学助成などを含
む）を整備すること。ひいては、患者サービスの
向上につながる研修を進めること。

ア　医療職の職務能力の高度化・専門化を図るた
め、専門医・指導医、認定看護師等の資格取得も
含めた教育研修システム（短期留学助成などを含
む）を整備する。ひいては、患者サービスの向上
につながる研修を進める。

ア　医療職の職務能力の高度化・専門化を図るため、専門医・指
導医、認定看護師や助産師等の資格取得も含めた教育研修システ
ム（短期留学助成などを含む）を整備する。ひいては、患者サー
ビスの向上につながる研修を進める。

【実施】
・医療職は、部門ごとの研修や外部研修に参加し、スキルアップ
を図った

細 Ｂ

②　事務職については、経営企画部門の水準向上
をより推進し、病院経営全般について理事長をサ
ポートできる体制とすること。総合的な視点を持
ち組織横断的役割を担う職員を育成すること。

イ　事務職の職務能力の向上については、経営企
画部門の水準向上を図り、病院経営全般について
より推進できる体制とする。また、総合的な視点
を持ち組織横断的役割を担う職員の育成に努め
る。

イ　事務職の職務能力の向上については、経営企画部門の水準向
上を図り、病院経営全般についてより推進できる体制とする。
　また、総合的な視点を持ち組織横断的役割を担う職員の育成に
努め、各部門に精通した職員の確保を図る。

【実施】
・事務職は、事務職員研修計画に基づき、職務を遂行するにあた
り必要とされる基礎及び専門的な研修を履修し、職務能力の向上
を図った。 細 Ｂ

ウ　看護師奨学金を利用して就職する看護師が多数いるため、新
人看護師としてスキルアップする教育環境を整備する。

【実施】
・新入看護職員ワーキンググループを中心として、新人教育プロ
グラムに沿った教育を実施した。
・研修用シュミレーターの活用により知識・技術の向上を図ると
ともに、インターネット配信による研修や講座の受講が可能とな
り、自己の課題に向けた学習ができる環境を整備した。
・事例報告会を行い１年間の自己の看護観について振り返りを
行った。

細 Ａ

(3)　人事評価制度の適切な運用
　職員の努力が評価され業績や能力を的確に反映
した人事及び昇任管理を行うため、人事評価制度
を公正な立場からより一層適正に運用を図るこ
と。

(3)　人事評価制度の適切な運用
　職員の努力が評価され業績や能力を的確に反映
した人事及び昇任管理を行うため、人事評価制度
を公正な立場からより一層適正に運用を図る。

(3)　人事評価制度の適切な運用
　職員の努力が評価され業績や能力を的確に反映した人事及び昇
任管理を行うため、人事評価制度を公正な立場からより一層適正
に運用を図る。

【実施】
・平成24年度から本格導入した人事評価制度については、精度向
上と定着に努めている。また、事務職員の人事評価制度について
は、職員の育成、組織の醸成のため、令和６年度の改正に向け
て、検討を進めた。

小 Ｂ

(4)　勤務成績を考慮した給与制度の適切な運用
　地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）
第57条第１項の規定に基づき、職員の勤務成績を
考慮した給与制度について、より一層適正な運用
を図ること。

(4)　勤務成績を考慮した給与制度の適切な運用
　地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）
第57条第１項の規定に基づき、職員の勤務成績を
考慮した給与制度について、より一層適正な運用
を図る。

(4)　勤務成績を考慮した給与制度の適切な運用
　地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第57条第１項の
規定に基づき、職員の勤務成績を考慮した給与制度について、よ
り一層適正な運用を図る。

【実施】
・令和４年度の人事評価結果を受け、令和５年度の定期昇給及び
賞与に反映した。

小 Ｂ
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実施状況等 項目 評価 評価 評価委員会コメント

評価委員会（委員）の評価

令和５事業年度に係る業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

中期目標 中期計画 年度計画
法人の自己評価

(5)　職員の就労環境の整備
　日常業務の見直しや、施設改善を推進し、職
員にとって働きやすい就労環境の整備に努める
こと。職員の事情に応じ、その能力を十分発揮
できるような柔軟かつ多様な勤務形態を取り入
れるとともに、業務の見直しを図ること。

(5)　職員の就労環境の整備 (5)　職員の就労環境の整備

小 Ｂ

ア　日常業務の過度の負担を解消するために柔軟
な勤務体制を採用することにより、時間外勤務の
縮減及び休暇取得の促進等、職員にとって働きや
すく、また、働き甲斐のある就労環境を整備す
る。

ア　日常業務の過度の負担を解消するために柔軟な勤務体制を採
用することにより、時間外勤務の縮減及び休暇取得の促進等、職
員にとって働きやすく、働き甲斐のある就労環境を整備する。

【実施】
・日常業務の過度の負担を解消するため、時間外勤務実績の分析
を行い、人員配置の見直しを図った。
・職員のメンタルケアに対応するため、相談員を配置している。

細 Ｂ

イ　出産後の子育てに対する負担を軽減するた
め、各種休暇制度の取得促進や院内保育所の利用
充実を図る。院内保育所は24時間保育及び病児保
育に取り組み、職員とその子供が安心できる体制
を整備する。

イ　出産後の子育てに対する負担を軽減するため、各種休暇制度
の取得促進や院内保育所の利用充実を図る。院内保育所は24時間
保育及び病児保育に取り組み職員とその子供が安心できる体制を
整備する。

【実施】
・出産後の子育てに対する負担を軽減するため、各種休暇制度の
取得を促進した。（育児休業取得者11名（看護職８名、医療技術
職１名、事務職２名）

細 Ｂ

ウ　職員の不安、悩み等のほか、患者からの過度
の苦情に対する相談体制を整備する。相談内容に
よって、職員の処遇が悪化しないよう、きめ細や
かな対応を行う。

ウ　職員の不安、悩み等のほか、患者からの過度の苦情に対する
相談体制を整備する。労働安全衛生法第66条の10第3項の規定に
基づき、相談内容によって職員の処遇が悪化しないよう、きめ細
やかな対応を行う。
　また、職員のストレスチェックを実施し、職員の心理的な負担
の程度を把握し、セルフケアや職場環境の改善につなげ、メンタ
ルヘルス不調の未然防止のための取組を行う。

【実施】
・自身がおかれているストレス状況について気づきを促すため、
職員に対しストレスチェックを実施した。また、高ストレスと診
断された者に対しては、医師による面談を受けられる体制を整え
た。

細 Ｂ

エ　職員が復職しやすい環境を整備する。ブラン
クのある職員については、相談窓口を設け、研修
やOJTを通じて復職への不安を和らげる。

エ　復職支援プログラムの運用により、職員が復職しやすい環境
整備を推進する。ブランクのある職員については、相談窓口を設
け、研修やOJTを通じて復職への不安を和らげる。

【実施】
・復職支援プログラムを対象職員ごとに策定し、適切な運用によ
り、職員の復職支援を実施した。（対象者５名）

細 Ａ

オ　令和６年４月１日施行の改正医療法による医師の働き方改革
への対応のため、令和４年度に総務課内にワーキンググループを
設置した。
　令和５年度には、宿日直業務と時間外勤務、自己研鑽と時間外
勤務の差異等、必要となる整備を進める。

【実施】
・輪番日・非輪番日を問わない宿日直許可を取得した。
・自己研鑽と時間外勤務の区分については、医師の働き方改革に
関する取扱要綱に規定する準備を進めた。

細 Ｂ

(6)　業務改善に取り組む組織の醸成
　より良い病院経営のため、職員の意欲を高め、
業務運営への積極的な参画を促すなど、継続的に
業務改善へ取り組む組織風土を醸成すること。

(6)　業務改善に取り組む組織の醸成
　継続的な業務改善への取り組みや、積極的な業
務運営への参画を促すため、チーム医療をはじめ
とする組織間や異なる職種の職員間のコミュニ
ケーションの活性化、連携の円滑化、職員の意欲
の向上を図り、活気あふれた職場環境作りに取り
組む。職種ごと、部署ごとのみではなく、組織横
断的なコミュニケーションを推進して、医療現場
における患者対応の向上を図る。

(6)　業務改善に取り組む組織の醸成
　継続的な業務改善への取り組みや、積極的な業務運営への参画
を促すため、チーム医療をはじめとする組織間や異なる職種の職
員間のコミュニケーションの活性化、連携の円滑化、職員の意欲
の向上を図り、活気あふれた職場環境作りに取り組む。
　職種ごと、部署ごとのみではなく、組織横断的なコミュニケー
ションを推進して、医療現場における患者対応の向上を図る。

【実施】
・各部署管理職以上の職員で構成されている病院の質向上委員会
を開催し、定期的に院内の業務改善等について協議、検討を行っ
ている。
・勤務医負担軽減計画及び看護職員の負担軽減計画を作成し、実
施した。

小 Ｂ
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実施状況等 項目 評価 評価 評価委員会コメント

評価委員会（委員）の評価

令和５事業年度に係る業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

中期目標 中期計画 年度計画
法人の自己評価

(7)　予算執行の弾力化等
　中期計画の枠において、予算科目や年度間で予
算を弾力的に運用できる会計制度を活用し、効率
的・効果的な事業運営に努めること。
　また、多様な契約手法を活用するなど、費用面
でのコスト削減を図ること。

(7)　予算執行の弾力化等
　中期目標及び中期計画の枠の中で、医療ニーズ
に迅速に対応するため、人事・予算等を弾力的に
運用できる制度を活用した取組を行う。

(7)　予算執行の弾力化等
　年度計画の範囲内で、医療ニーズに迅速に対応するため、人
事・予算等を弾力的に運用できる制度を活用した取り組みを行
う。

【実施】
・診療収入が予算を超えることが見込まれ、かつ、その増加に伴
い材料費を増額する必要が生じたため、弾力的な予算執行を可能
とするため会計規程を改正し、効率的な予算執行を図った。

【主な長期継続契約】
・清掃他業務委託　令和4年7月1日～令和6年3月31日
・夜間休日救急受付業務委託　令和4年10月1日～令和6年3月31日
・電話交換業務委託　令和4年10月1日～令和6年3月31日
・病院構内常駐警備業務委託　令和4年10月1日～令和6年3月31日
・医薬品購入(単価契約)　令和4年10月1日～令和6年9月30日
・医用画像情報システム(PACS)更新賃貸借　平成30年1月1日～令
和6年12月31日
・薬剤管理システム賃貸借　令和2年2月1日～令和7年1月31日
・託児所業務委託　令和5年4月1日～令和7年3月31日
・医事外来等委託業務　令和5年8月1日～令和7年9月30日
・病院食事等提供業務委託　令和4年9月1日～令和7年9月30日
・物流管理システム賃貸借　令和3年2月1日～令和8年1月31日
・マットレス賃貸借　令和3年8月1日～令和8年7月31日
・医療情報システム賃貸借　令和3年9月1日～令和8年8月31日
・全身用X線ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ断層撮影装置賃貸借(Revolution Maxima)
　令和2年5月1日～令和10年4月30日
・白衣賃貸借　令和6年3月1日～令和11年2月28日

小 Ｂ

(8)　収入の確保と支出の節減 (8)　収入の確保と費用の節減 (8)　収入の確保と費用の節減

小 Ｂ

ア　収支全般
　医業収支比率については類似黒字病院と同等を
目標とし、かつ給与比率は50％台を目標として努
力すること。また診療報酬体制を経営的に適正な
対応をすることにより、収支両面にわたるマネジ
メントを徹底し、財務基盤の強化を図ること。

ア　収支全般
　医業収支比率については類似黒字病院と同等を
目標とし、かつ給与比率は60％台を目標とする。
DPCを活用して、収支両面にわたるマネジメント
に活用する。

ア　収支全般
　医業収支比率については83.5%以上を目標とし、かつ給与比率
は71.1％台を目標とする。DPCを活用して、収支両面にわたるマ
ネジメントに活用する。

【実施】
・DPCデータを活用し、急性期病棟から回復期リハビリテーショ
ン病棟や地域包括ケア病棟への転棟を促したことで、急性期病棟
の効率性の維持に努めた。 細 Ｂ

イ　収入の確保 イ　収入の確保

細 Ｂ

①　許可病床数は199床を有するが、今後の必要
度を鑑み、急性期、地域包括ケア及び回復期リハ
病棟等の病床転換と要員計画を作成し、病床利用
率の向上を図る。また、診療報酬改定や健康保険
法等の改正に的確に対処するとともに、診療報酬
の請求漏れや減点の防止、未収金の未然防止対策
と早期回収に努める。

➀　一般病棟、緩和ケア病棟、地域包括ケア病棟及び回復期リハ
ビリテーション病棟等の適正な病床数の見込みと要員計画を作成
するとともに、各病棟の特性を生かし病床利用率の向上を図る。
また、診療報酬改定や健康保険法等の改正に的確に対処するとと
もに、診療報酬の請求漏れや減点の防止、未収金の未然防止対策
と早期回収に努める。
　未収金の事前防止を図るため受診時の保険証提示や公的制度の
利用について啓発し、発生した未収金については、文書・電話に
加え、効果的な回収業者（弁護士）へ業務委託を行うなど、未収
金対策の強化を図る。

【実施】
・回復期リハビリテーション病棟では、病床利用率を維持する事
により、収益の増収を図った。
・地域包括ケア病棟では、比較的重症度の低い患者を急性期病棟
から受け入れることにより病床利用率を向上し、急性期病棟の効
率化を図った。
・緩和ケア病棟入院料を令和４年８月、地域包括ケア病棟入院料
を令和４年９月から格上げし、収益の増収を図った。
・医療費の未収金台帳作成・管理、電話督促、督促状の発送を行
い、未収金回収に努めた。また、限度額適用認定証の取得や、高
額貸付制度、出産育児一時金直接支払制度の利用等を積極的に働
きかけ、未収金の発生防止に努めた。

細々 Ｂ

イ　収入の確保
　病床管理による病床利用率の向上、高度医療機
器の稼働率の向上、診療報酬改定への適切な対応
及び適切な人員配置などにより、収入面での財務
体質の向上を図る。人事権者との連携を通じて、
経営理念に沿った適正な人員配置を行い、収益を
確保すること。また、診療報酬改定や健康保険法
等の改正に的確に対処するとともに、診療報酬の
請求漏れや減点の防止、未収金の未然防止対策と
早期回収に努めること。
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実施状況等 項目 評価 評価 評価委員会コメント

評価委員会（委員）の評価

令和５事業年度に係る業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

中期目標 中期計画 年度計画
法人の自己評価

②　高度医療機器の稼働率の向上を図る。地域の
医療機関に高額利用機器の利用を開放し、患者を
紹介しあうことで、地域包括型医療に貢献する。

➁　高度医療機器の稼働率の向上を図る。地域の医療機関に高額
医療機器の利用を開放し、患者を紹介しあうことで、地域包括型
医療に貢献する。

＜高度医療機器の稼働率（検査件数）＞

細々 Ａ

③　適正なDPCのコーディング、診療報酬の院内
での研修を通じきめ細かく診療の行為にあたるよ
う努める。

➂　適正なDPCのコーディング、診療報酬の請求漏れの防止に努
め、院内での研修を通じきめ細かく診療の行為にあたるよう努め
る。

【実施】
・分析ソフト等を活用した。
・医師と連携し確認・相談を行っている。
・診療情報管理士と二重の確認を行い適正なDPCコーディングが
出来るように努めた。

細々 Ｂ

➃　業務に密着した専門的な研修会や講習会等を開催し、全職員
が経営の観点からも効率的な医療サービスの提供に努める。

【実施】
・経営分析及び改善への寄与を目的として、診療報酬請求や看護
必要度等に係る看護部門への支援等に関するコンサルティング業
務を委託し、毎月１回、関係者による検討会議を開催した。 細々 Ｂ

ウ　費用節減 ウ　費用節減

細 Ｂ

①　費用のマネジメントにDPCを活用する。医療
センターの治療とDPC病院の平均的治療とを比較
し、薬剤の使用状況等が妥当か検証を行う。医薬
品、 診療材料等の購入方法を検討する。また、
適正仕入・適正在庫を維持する。業者委託につい
て、費用対効果を検証し、費用のマネジメントを
行う。

➀　費用のマネジメントにDPCを活用する。医療センターの治療
とDPC病院の平均的治療とを比較し、薬剤の使用状況等が妥当か
検証を行う。薬品、診療材料等の購入方法を検討する。
　また、適正仕入・適正在庫を維持する。業者委託について、費
用対効果を検証し、費用のマネジメントを行う。

【実施】
・後発医薬品への切替えについては、薬事委員会が中心となり継
続的に切替えを行い費用の削減に努めた。
・診療材料については、より廉価な同種同等品への切替えについ
て検討・推進するとともに、競争見積を実施することで現行品の
納入価格削減に努めた。
・看護部関連診療材料については、看護部が中心となり積極的に
切替えを進めた。
・薬品については、現行の単価契約の見直しを行い、最大限費用
の削減に努めた。
・在宅医療用材料については、年１回の価格交渉により価格の見
直しを行い、費用の削減に努めた。

細々 Ｂ

➁　後発薬品の数量割合を維持し、医薬品費の抑制及び機能評価
係数の維持を図る。

【実施】
後発医薬品の適用率
令和４年度実績　97.4％
令和５年度実績　98.9％
※令和５年度目標数値　98.0％

細々 Ｂ

②　医療機器の整備及び更新に当たっては、施設
整備の委員会等において、費用対効果を含めあら
ゆる角度から検証を行う。

➂　医療機器の整備及び更新に当たっては、施設整備委員会等に
おいて、その必要性及び費用対効果を含めあらゆる角度から検証
を行う。

【実施】
・医療機器等の整備及び更新を積極的に実施し、必要に応じた新
規の購入を進めた。
・医療機器等の整備及び更新を実施するため施設整備委員会を年
２回開催し、機種選定を行い順次購入を進めた。

細々 Ｂ

イ　収入の確保
　病床管理による病床利用率の向上、高度医療機
器の稼働率の向上、診療報酬改定への適切な対応
及び適切な人員配置などにより、収入面での財務
体質の向上を図る。人事権者との連携を通じて、
経営理念に沿った適正な人員配置を行い、収益を
確保すること。また、診療報酬改定や健康保険法
等の改正に的確に対処するとともに、診療報酬の
請求漏れや減点の防止、未収金の未然防止対策と
早期回収に努めること。

ウ　費用節減
　効率的な病院経営のため、必要な費用を適切に
見積もるとともに、人件費や経費については具体
的な数値目標を設定し、その達成を図ること。人
件費については、黒字の病院の数値を参照し、病
院の役割・規模・地域性を考慮して目標を定め削
減に努めること。後発医薬品の採用促進を図ると
ともに、医薬品及び診療材料等の購入方法を検討
して費用の節減に努め、費用対効果から総合的に
勘案し、適正な価格において契約を行うこと。
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実施状況等 項目 評価 評価 評価委員会コメント

評価委員会（委員）の評価

令和５事業年度に係る業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

中期目標 中期計画 年度計画
法人の自己評価

③　その他経費についても、購入時の入札制度を
的確に運用して予算執行にあたり、経費の削減に
努める。

➃　その他経費についても、入札制度等を的確に運用して予算執
行に当たり、最大限の経費削減に努める。

【実施】
・その他の経費については、入札制度の活用を積極的に行い、調
達の適正化とともに削減に努めた。（令和５年度入札件数：12
件）

細々 Ｂ

＜収支全般＞

※医業収支比率（％）= 医業収益÷（医業費用＋
一般管理費）×100
※給与費比率（％）=（医業給与費＋一般管理給
与費）÷医業収益×100

＜収支全般＞

※医業収支比率（％）= 医業収益÷（医業費用＋一般管理費）×
100
※給与費比率（％）=（医業給与費＋一般管理給与費）÷医業収
益×100

＜収支全般＞
医業収支比率及び給与費比率とも目標値を上回った。

・医業収支比率〔医業収益／（医業費用＋一般管理費）*100〕
・給与費比率〔給与費(医業費用+一般管理費)／医業収益*100〕 細々 Ｂ

＜入院収益及び外来収益の確保＞ ＜入院収益及び外来収益の確保＞ ＜入院収益及び外来収益の確保＞

細々 Ｂ

＜費用の節減＞ ＜費用の節減＞ ＜費用の節減＞

細々 Ｂ

ウ　費用節減
　効率的な病院経営のため、必要な費用を適切に
見積もるとともに、人件費や経費については具体
的な数値目標を設定し、その達成を図ること。人
件費については、黒字の病院の数値を参照し、病
院の役割・規模・地域性を考慮して目標を定め削
減に努めること。後発医薬品の採用促進を図ると
ともに、医薬品及び診療材料等の購入方法を検討
して費用の節減に努め、費用対効果から総合的に
勘案し、適正な価格において契約を行うこと。

区　分 平成30年度実績数値 令和５年度目標数値

医業収支比率 97.7% 95.0%

給与費比率 60.8% 60％台

区　　　分 平成30年度実績数 令和５年度目標数値

66,793人 66,670人

（1日当たり183人） （1日当たり183人）

入院平均単価

1人1日

（一般病床のみ）

病床利用率

（一般病床 のみ）

平均在院日数

（一般病床 のみ）

120,895人 120,900人

（1日当たり496人） （1日当たり495人）

外来平均単価

1人1日

１．入院患者数

59.4% 90.0%

9.8日 9.8日

２．外来患者数

58,444円
（DPC 7対1）

59,670円
（DPC 7対1）

8,565円 9,700円

区　　　分
平成30年度
実績数値

令和５年度
目標数値

後発医薬品の適用率
（数量ベース）

97.5% 98.0%

区　　　分
令和４年度

(見込)
令和５年度
(目標数)

49,410人 52,338人

(１日当たり135人) (１日当たり143人)

入院平均単価

1人1日 68,609円 68,609円

（一般病床のみ）

病床利用率

（一般病床のみ）

平均在院日数

（一般病床のみ）

119,008人 119,008人

(1日当たり490人) (1日当たり490人)

外来平均単価

1人1日

１.入院患者数

9.7日 9.7日

69.5% 77.4%

２.外来患者数

10,628円 10,628円

区　　　分
令和５年度
(目標数値)

令和５年度
(実績数値)

52,338人 57,590人

(１日当たり143人) (１日当たり157人)

入院平均単価

1人1日 68,609円 70,859円

（一般病床のみ）

病床利用率

（一般病床のみ）

平均在院日数

（一般病床のみ）

119,008人 124,910人

(1日当たり490人) (1日当たり514人)

外来平均単価

1人1日

２.外来患者数

10,628円 11,169円

9.7日

77.4% 80.7%

8.9日

１.入院患者数

区　　　分
令和４年度

(見込)
令和５年度
(目標数値)

医業収支比率 86.8% 83.5%

給与費比率 68.0% 71.1%

区　　　分
令和４年度

(見込)
令和５年度
(目標数値)

後発医薬品の適用率
（数量ベース）

97.3% 98.0%

区　　　分
令和５年度
目標数値

令和５年度
実績数値

目標差

医業収支比率 83.5% 90.5% 7.0%

給与費比率 71.1% 64.8% ▲6.3%

区　　　分
令和４年度
(見込)

令和５年度
(実績数値)

後発医薬品の適用率
（数量ベース）

97.3% 98.9%
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実施状況等 項目 評価 評価 評価委員会コメント

評価委員会（委員）の評価

令和５事業年度に係る業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

中期目標 中期計画 年度計画
法人の自己評価

第４　財務内容の改善に関する事項
　公的な病院としての使命を果たしていくための
経営基盤を確保するため、「第３　業務運営の改
善及び効率化に関する事項」で定めた事項に即し
た中期計画及び年度計画を作成し、これに基づい
て病院を運営することにより健全経営を維持する
こと。

第４　予算(人件費の見積りを含む)、収支計画
及び資金計画
　公的な病院としての使命を果たしていくための
経営基盤を充実させるため、「第３　業務運営の
改善及び効率化に関する目標を達成するためにと
るべき措置」で定めた事項に即した年度計画を作
成し、これに基づいて病院を運営することにより
健全経営を維持する。
　１　予算　　　　　別表１のとおり
　２　収支計画　　　別表２のとおり
　３　資金計画　　　別表３のとおり

第４　予算(人件費の見積りを含む)、収支計画及び資金計画
　公的な病院としての使命を果たしていくための経営基盤を充実
させるため、「第３　業務運営の改善及び効率化に関する目標を
達成するためにとるべき措置」で定めた事項に即した年度計画を
作成し、これに基づいて病院を運営することにより健全経営を維
持する。
 １　予算　　　　　別表１のとおり
 ２　収支計画　　　別表２のとおり
 ３　資金計画　　　別表３のとおり

【実施】
・予算編成については、収益の増収、費用の削減、業務の整理・
効率化を前提に予算編成を行った。
・毎月開催される「経営の質向上委員会」に月次損益の状況を報
告し、院内での情報共有を図った。

大 Ｂ

第５　短期借入金の限度額
　１　限度額　　５００百万円
　２　想定される短期借入金の発生理由
　　(1) 運営費負担金・建設事業補助金の受
　　　入れ遅延等による資金不足への対応
　　(2) 予定外の退職者の発生に伴う退職手
　　　当の支給等偶発的な出費への対応

第５　短期借入金の限度額
　１　限度額　　５００百万円
　２　想定される短期借入金の発生理由
　　(1)運営費負担金・建設事業補助金の受
　　　け入れ遅延等による資金不足への対応
　　(2)予定外の退職者の発生に伴う退職手
　　　当の支給等偶発的な出費への対応

・令和５年度計画で想定された短期借入金を要する資金不足の状
況は発生せず、事業資金は、長期借入金を除き自己資金で賄っ
た。

大 ―

第６　重要な財産を譲渡し、又は担保に供する
計画
　　　 なし

第６ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画
　　 なし

・該当なし

大 ―

第７　剰余金の使途
　決算において剰余を生じた場合は、病院施設の
建替・整備・修繕又は医療機器の購入等に充て
る。

第７　剰余金の使途
　決算において剰余を生じた場合は、病院施設の建替・整備・修
繕又は医療機器の購入等に充てる。

・令和５年度において剰余金は生じなかったが、令和４年度まで
に生じた剰余金について、令和６年度以降引き続き、病院施設の
整備・修繕又は医療機器の購入等に充てる予定である。

大 Ｂ

第８　料金に関する事項 第８　料金に関する事項
大 Ｂ

１　使用料及び手数料 １　使用料及び手数料

　

中 Ｂ

(1) 病院を利用する者からは、使用料を徴収す
る。

(1) 病院を利用する者からは使用料を徴収する。 ・使用料及び手数料に関する規程に基づき徴収した。

小 Ｂ

(2) 料金の額は、診療報酬の算定方法（平成20
年厚生労働省告示第59号）及び入院時食事療養
費に関する食事療養、入院時生活療養費に係る
生活療養の費用の額の算定に関する基準（平成
18年厚生労働省告示第99号）及び後期高齢者医
療の食事療養標準負担額及び生活療養標準負担
額（平成19年厚生労働省告示第395号）の規定に
より算定した額（以下「告示等による算定額」
という。）並びに指定居宅サービスに要する費
用の額の算定に関する基準（平成12年厚生省告
示第20号）及び厚生労働大臣が定める一単位の
単価（平成12年厚生省告示第22号）の規定によ
り算定した額。ただし、自動車損害賠償保障法
(昭和30年法律第97号)の規定による損害賠償の
対象となる診療については、その額に10の20を
乗じて得た額とする。

(2)料金の額は、診療報酬の算定方法（平成20年厚生労働省告示
第59号）及び入院時食事療養費に関する食事療養、入院時生活療
養費に係る生活療養の費用の額の算定に関する基準（平成18年厚
生労働省告示第99号）及び後期高齢者医療の食事療養標準負担額
及び生活療養標準負担額（平成19年厚生労働省告示第395号）の
規定により算定した額（以下「告示等による算定額」という。）
並びに指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準
（平成12年厚生省告示第20号）及び厚生労働大臣が定める一単位
の単価（平成12年厚生省告示第22号）の規定により算定した額。
ただし、自動車損害賠償保障法(昭和30年法律第97号)の規定に
よる損害賠償の対象となる診療については、その額に10の20を乗
じて得た額とする。

・各算定方法に基づき徴収した。

小 Ｂ
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実施状況等 項目 評価 評価 評価委員会コメント

評価委員会（委員）の評価

令和５事業年度に係る業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

中期目標 中期計画 年度計画
法人の自己評価

(3)　前項の規定にない使用料及び手数料の額
は、次に定めるところによる。
・千葉労働局、地方公務員災害補償基金千葉県支
部その他の団体等との間における診療契約による
ものについては、その契約の定める額とする。
・前号以外にあっては、理事長が別に定める額と
する。

(3)　前項の規定にない使用料及び手数料の額は、次に定めると
ころによる。
ア　千葉労働局、地方公務員災害補償基金千葉県支部その他の団
体等との間における診療契約によるものについては、その契約の
定める額とする。
イ　前号以外にあっては、理事長が別に定める額とする。

・当院規程等に基づき徴収した。

小 Ｂ

　２　使用料及び手数料の減免
　理事長が、特別の事情があると認めたときは、
使用料及び手数料の全部又は一部を減免すること
ができるものとする。

２　使用料及び手数料の減免
　理事長が、特別の事情があると認めたときは、使用料及び手数
料の全部又は一部を減免することができるものとする。

・当院規程に基づき実施した。

中 Ｂ

第５　その他業務運営に関する重要事項 第９　その他業務運営に関する重要事項 第９　その他業務運営に関する重要事項

　
大 Ｂ

１　施設整備の推進
　令和２年度より新病院の設計、建設を開始し、
令和６年度中より新病院の運営を開始する。新病
院では、患者に信頼され地域に必要とされる「コ
ミュニティホスピタル」を実現する。

１　施設整備の推進
別表４「施設及び設備に関する計画（令和５年度）」のとおり

【実施】
・新型コロナウイルス感染症対策として、発熱外来専用コンテナ
の設置（当初２台設置し、５類移行及び患者数の減少に伴い１台
を撤去）及びネーザルハイフロー・生体情報モニタ等の導入を
行った。
・新病院では、山武市が敷地内のアメニティ棟に地域包括支援セ
ンターを配置し、市と連携のもと、地域住民の心身の健康維持、
保健福祉等を包括的に支援する。

中 Ｂ

２　病院機能の拡充
　医療・保健・福祉を健診から在宅までを含めて
三位一体で切れ目なく地域住 民に提供し、安心
して暮らすことができる環境を整備するため、機
能を発揮する手段としてふさわしい施設整備及び
移転を計画する。

２　病院機能の拡充
　医療・保健・介護を健診から在宅までを含めて三位一体で切れ
目なく地域住民に提供し、安心して暮らすことができる環境を整
備するため、機能を発揮する手段としてふさわしい建替整備計画
を推進する。
　現計画では、令和４年11月に新病院の建設工事に着手してお
り、令和６年６月の竣工、同年９月の開院を計画している。

【実施】
・建替整備基本計画に基づき、令和４年11月に着工した新病院建
設工事を進めた。（令和６年６月に竣工、同年９月からの新病院
開院予定。）

中 Ｂ

３　積立金の処分に関する計画
　前中期目標期間繰越積立金については、病院施
設の建替・整備・修繕又は医療機器の購入等に充
てる。

３　積立金の処分に関する計画
　前中期目標期間繰越積立金については、病院施設の建替え・整
備・修繕又は医療機器の購入等に充てる。

【実施】
・前中期目標期間繰越積立金については、医療機器等の購入に充
てた。 中 ―

１　医療・保健・介護の三位一体的な提供
　医療センターが中心となり、地域で高齢者が安
心して暮らせるよう、地域包括型医療の推進に努
めること。
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